








めの手法が SWPBS なのである。 
SWPBS は応用行動分析学の考え方を基にしている。その中も特に、ABC 分析による「児

童の行動を観察し、分析するためのデータ収集」が重要である。これまで、「経験と勘に基づ

く指導」を行っていた現状から、児童の行動を観察・分析し、環境を改善していくことで、

児童の視点に立って互いの困り感を解消する指導に変わっていくのである（有川 2020）。 
さらに、SWPBS は、「個別でなくチームで」行うこと、「熟議による判断」で行うこと、

「ポジティブな介入によってポジティブな行動を増やす」ことで、学校環境を改善すること

にも重きをおいている。「望ましい行動」を児童と全教職員との協働作業による予防的な取り

組みとして行っていく意識が大切である（栗原 2017）。これまでの生徒指導の実態と SWPBS

が今後目指す生徒指導の相違点をまとめたものが表 1 である。 
表 1：生徒指導の実態と SWPBSが目指す今後の生徒指導の相違点 

項目 実態 SWPBS が目指す生徒指導 
生徒指導の考え方 問題行動を減らそうとする ポジティブな行動を増やそうとする 
問題行動への対応 叱責・制裁的な指導 ポジティブな介入 
指導の介入方法 経験から 理論から 

教師の指導の根拠 主観的なデータ 客観的なデータ 
指導メンバー 個人(学級担任が主に関わる) チーム(学校全体で関わる) 

指導内容の判断 直観重視(その場での判断) 熟議を重視(関係者が論議し決定) 

フレームワーク 
(枠組み・構造) 

問題を起こしたから生徒指導

が入る「反応型」 
問題が起こらないように学校自体が

何をできるかという視点で考えてい

く「プロアクティブ型」 
個別指導介入計画 児童本人を変えることを目的 環境デザインの再検討を目的 

生徒指導に対する

教師の意識 
原因に応じた対策を考えると

いう「問題対処型」 
何が魅力的で子どもが学校に登校し

てきているのかという「学校の魅力

追究型」 
（栗原慎二『PBIS 実践マニュアル＆実践集』ほんの森出版、2018 年 を基に筆者が作成） 
（2）SWPBS導入校の実践 

文献をあたったりインタビューを行ったりして、SWPBS を先行導入している学校の実践

内容について明らかにするための調査を行った。文献に掲載されている事例には、大阪府寝

屋川市立啓明小学校（栗原 2018）、新潟市立大通小学校（栗原 2017）がある。 
大阪府寝屋川市立啓明小学校の実践では、PBS を学級へ導入するための手順を紹介してい

た。学級でステキな行動を増やしていくために、ABC 分析を行い、A と C を意識した取り

組みを行っていた。「ステキな行動チャート」を作成して実践することで、PBS で重要な「デ

ータに基づいて取り組みを行う」ためのデータ活用を紹介した内容である。 
新潟市立大通小学校の実践では、不登校傾向の子、特別な配慮が必要な子等の対応を変え

るために SWPBS に取り組んだことを紹介していた。研修や実践のサイクルを作って取り組

むことで、児童の変容が見えてきただけでなく、教師側の研修に対する意識も変化していく

ことが分かった。校務分掌組織も組み替え、教育課程を編成して全校体制で取り組む体制を

整えたことで、教職員の意識も変わっていったことが紹介された内容である。 
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 さらに、日南市立油津中学校と宮崎市立小松台小学校、そして、筆者の勤務校である宮崎

市立那珂小学校にインタビューを行った。 
油津中学校へのインタビューでは、マトリクスの作成や生徒会を巻き込んだ SWPBSへの
取り組み、計画から実践、振り返りまでの流れがある程度スムーズに流れ、SWPBS として
の生徒指導が少しずつ軌道に乗り始めているのを、話を伺いながら感じることができた。3
年目ということもあり、生徒にもプラスの変容がみられ始めている。 
小松台小学校へのインタビューでは、1 年目には教師主導の挨拶運動の取り組みが、2 年
目には、学校の課題を委員会から出してもらって実践を行うことで、児童を巻き込んだ

SWPBSへと変容を見せようとしていることが分かった。 
勤務校では、学校長にインタビューを行った。管理職として、「教職員の 1人として SWPBS
の実践に参加する」と同時に「SWPBSの実践を先導する」ことを意識されているとのこと
だった。また、学校長から今後の展望や多くのアイデアを伺うことができた。同じく、勤務

校の研究主任へのインタビューでは、全教職員が集まって児童の課題を出し合ったり、マト

リクス表の作成を行ったりする研修はできていたことが分かった。マトリクス表を基に、学

校の子ども像に合わせて「トイレのスリッパを並べる」「『○○さん』と名前を呼ぶ」「1分前
着席ができる」の 3つの内容に絞って SWPBSの実践を行っている。また、児童の参画も意
識されている点がとても参考になった。実践後は数値データを基に分析も行っている。 

（3）SWPBSを導入した勤務校における実践方法 

文献やインタビューから、SWPBSを実践する上での問題・課題・構想をまとめた（表 2）。 
表 2：SWPBSを先行導入した現場における問題・課題と目指すべき目的 

PBSの流れ 問題 課題 目的 
準備段階 PBS を説明できる人

がいない 
PBS の特質や構造を
理解する研修を行う 

教職員を、実践だけでな

く研究の当事者にする 
実践準備段

階 
児童への関わり方に対

する準備が教師により

異なっている 
経験だけで事後的生徒

指導を行う傾向がある 

組織的な関わり方を話

合い、共有する 
児童の行動の調査・分

析方法を理解する研修

を行う 

SWPBSを、実践として
だけでなく、学校環境を

より良くするために必

要な研究・調査の手段と

して捉える 
実践内容段

階 
ご褒美（トークン）とい

う言葉に、教師がマイ

ナスイメージをもって

いる 

児童の動機付けにつな

がる代案を考える 
望ましい行動ができる

ようになるためにやり

たいことを児童に聞く 

高学年の児童が楽しみ

ながら SWPBS に参画
できるようにする 

実践後の活

動内容段階 
研究内容の振り返りや

結果が教師でとどま

り、当事者である児童

に還元されていない 

実践結果を数値で表し

視覚化する 
実践に対する評価・分

析を１～2 か月の短い
スパンで行い、児童に

もフィードバックする 

教師と児童、児童と児童

が、学校環境をより良く

するためのアイデアを

出し合い、改善していく

風土ができる 
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表 2のような問題があることにインタビューを通して気付くことができたため、それらを
解決していくための課題を組織的に取り組むことで、SWPBS の実践が現場の学習環境を整
える手法として機能すると考える。ただ、特に表 2の準備段階の問題として挙げた「PBSを
説明できる人がいない」ことについて、SWPBS の研究は、1 人が先頭に立って研究を引っ
張っていくのでは、これまでの学校環境に変化を生むことは難しい。そのため、研究主任の

立場、生徒指導主事の立場、学年主任の立場、学級担任の立場等、全教職員 1人 1人が当事
者となって SWPBS の研究にポジティブに関わる意識が必要である。例えば、研究主任が
SWPBS の理論や実践内容をまとめる役目、生徒指導主事が実践内容を委員会活動で児童に
話し合わせたり、集会で児童に伝えたりする役目、学年主任が学年の実態に合わせた望まし

い行動を考え、実践に向けて調整する役目、学級担任が実践する児童を観察・記録・分析す

る役目といったことである。それぞれの役目を明確化することで、各々が自分事として研究

に参加することができると考える。 
また、SWPBS を実践としてだけではなく、研究・調査の手段として捉え、児童と共に楽
しみながら学校環境を整えていく雰囲気づくりが大切である。例えば、行動マトリクス表の

作成に児童の意見を反映させ、主体的に取り組ませることや、トークン内容を児童と共に設

定し、外発的動機付けの効果を高めて内発的動機付けに向かうことが考えられる。 
最後に、具体的な行動目標である。実施に向けて「丁寧で早期の説明」が必要である。さ

らに、児童の積極的な参画を図るためにも早期の説明と委員会等からの参加を促していく。 
実践準備の段階では、教職員・児童、それぞれの「ビジョンを伺っておく」ようにする。 
実践では、昨年度同様、3つの重点的な望ましい行動からスタートすることで考えている。
その際、「なぜ取り組むのか」「望ましい価値観は何か」を教師が検討したり、児童に明確に

伝えたりして、これらの「望ましい行動」を当事者となって行う意識付けが必要である。ま

た、1～2か月スパンで実践内容を評価・分析し、うまくいかない場合は「内容を変えてみる」
という選択も必要となってくるかと考える（田村他 2016）。 
実践後の取り組みでは、数値データを活用した「振り返り、評価、反省」を大切にしたい。

数値を出すために、既存のアンケートや健康観察やエチケットカードの活用を想定している。

さらには、ロイロノート等を活用し、集計時間短縮にもつなげていきたい。 
今後、上記の具体的行動目標を基に、現場での実効性検証を組織的に実施し、学校環境を

教師と児童が共に改善するための SWPBSの研究実践を行っていきたいと考えている。 
 
4 引用・参考文献 
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版包括的生徒指導の理論と実践』ほんの森出版。 
栗原慎二（2018）『PBIS実践マニュアル＆実践集』ほんの森出版。 
庭山和貴（2020）「学校規模ポジティブ行動支援（SWPBS）とは何か？―教育システムに対
する行動分析学的アプローチの適用―」『行動分析学研究』第 34巻第 2号、178－196頁。 
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インクルーシブ教育を視点とした学級経営に関する研究 

 

 教職実践高度化コース 雨﨑 雄 

 

１．はじめに 

中央教育審議会答申（2016）において、子どもたちの学習や生活における学校や学級の重要

性が今一度捉え直された。それを受け、平成 29年度告示の小学校学習指導要領総則第 4（1）

において、「学習や生活の基盤として、教師と児童との信頼関係及び児童相互のよりよい人間

関係を育てるため、日頃から学級経営の充実を図ること。（後略）」と明記され、学級経営の重

要性が学習指導要領で示された。 

また、1994年に打ち出されたサラマンカ声明以降、「万人のための教育(Education for 

All)を達成する最も効果的な手段」としてのインクルーシブ教育に世界的な注目が集まってい

る。日本でも、中央教育審議会(2012)より「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育シス

テム構築のための特別支援教育の推進」が報告されている。 

以上の 2点から、今後、すべての子どもたちを包摂するインクルーシブな学級経営を推進す

る必要性があることが社会の要請として示唆されている。 

 

２．論文構成 

第１章 学級経営のパラダイムシフトと体系化の必要性 

第２章 インクルーシブ教育を視点とした学級経営の構造と特質 

第３章 インクルーシブ教育を視点とした学級経営の実践構想 

 

３．論文概要 

⑴ 学級経営のパラダイムシフトと体系化の必要性 

第 1章では、学級経営の実践課題について、先行研究や文献をもとに整理し、インクルーシ

ブ教育を視点とした学級経営の必要性について検討した。 

実践課題の一点目は、学級経営のパラダイムシフトの必要性についてである。 

2022 年 12 月に発表された「通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒

に関する調査結果について」では、「学習面または行動面で著しい困難を示す」と担任教員が考

えている児童生徒の割合が 8.8%であり、2012年時の 6.5%と比べて上昇している。この結果は、

特別支援教育の対象児のみならず、多様な背景をもつ子どもたちの教育的ニーズが複合的に反

映されていると考えられる。また、困り感を抱きながらも、教師に認知されていない子どもも

いることが推測される。中央教育審議会（2021）の答申では、学校内で同調圧力に苦しむ子ど

もたちがいることを指摘しており、日本型学校教育の画一性が影響していると述べている。 

このように、子どもたちの実態が多様化・複雑化する一方で、学級経営を含む従来の日本型

の教育は画一的な性質をもっており、その狭間で苦しむ子どもが一定数存在するのではないか

と考える。河村（2020）は、「インクルーシブ教育の理念を積極的にとり入れた、かなり高度な

学級集団づくりが必要」と述べており、インクルーシブ教育を視点とした学級経営の充実によ

って「多様性を包含する学級集団」を育てる必要があると考えられる。 
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実践課題の二点目は、学級経営の体系化の必要性についてである。 

これまで学級経営分野において体系化された知が共有されていない問題が指摘されている。

その原因の一つは、学級経営の定義の不一致にある。学級経営が具体的にどのような営みを指

すのか、その定義が曖昧である。白松（2017）は、学級経営の定義の曖昧さを指摘し、「必然的

領域」「計画的領域」「偶発的領域」の 3つの領域に構造化した。この構造は、その後の学級経

営研究や実践に大きな示唆を与えている。これら 3つの領域における指導をバランスよく組み

立てることが学級経営実践の鍵となる。 

また、赤坂（2019）は、現場での学級経営実践において、さまざまな背景を持つ多様な実践

の“つぎはぎ化”が起こっていることを指摘している。それによって、学級経営実践が真の効

力を発揮できていない。目的に基づいた一貫した実践を生み出すためには、学級経営実践を体

系化・構造化する必要がある。 

これらの実践課題から本研究では、小学校の通常の学級において、障害の有無に関わらず、

全ての児童が教師との信頼関係や児童相互のよりよい人間関係を構築できる多様性・包摂性の

あるインクルーシブな学級をつくる学級経営の構造について明らかにすることとした。それに

よって、従来型の画一的な学級経営に苦しむ子どもたちが、学級生活をより豊かなものにする

ことができると考えた。 

⑵ インクルーシブ教育を視点とした学級経営の構造と特質 

第 2章では、インクルーシブ教育を視点とした学級経営の構造を明らかにするために、修正

版グランデッド・セオリー・アプローチ（Modified Grounded Theory Approach、以下、Ｍ-Ｇ

ＴＡ）を用いて分析する。Ｍ-ＧＴＡ（木下、2003）は、データに密着した分析から独自の理論

を生成する質的研究法である。特に、人間と人間との直接的なやりとり、すなわち社会的相互

作用に関係し、人間行動の説明と予測に有効な理論を生成するものである。本研究テーマが社

会的相互作用をもつものであること、学級経営分野の体系化が必要であることの 2つの理由か

ら、Ｍ-ＧＴＡを用いることが有効であると判断した。 

分析にあたって、2 名の本県スーパーティーチャーへのインタビュー調査及び観察調査を行

った。さらに、調査から得られたデータをもとに、Ｍ-ＧＴＡによる分析を行った。分析の結果、

36個の概念と 8個のカテゴリーが生成された（表 1）。 

表 1 分析から生成した概念リスト  
カテゴ

リー 

1.アセスメン

ト・児童理解 

2.信頼関係をつ

くる日常的な態

度 

3.共生の資質を

育む指導 

4.共生の文化を

支える支援・調

整 

5.共生の文化・

習慣をつくる指

導 

6.主体性を促す

ファシリテーシ

ョン 

7.共生の組織フ

ァシリテーショ

ン 

8.関係者との連

携・調整 

概念 

子どもの世界理

解 

バランス・調和

をとる 

画角の調整 感情交流の機会

設計 

社会との接続・

代弁 

自己決定の支

援・促進 

寛容なリーダー

育成 

関係者との調整 

探索的な観察・

分析 

柔軟なルーティ

ン変更 

関係深化の素地

づくり 

目標の調整 価値・行動指針

の明示 

提案の受容・促

進 

共通の議題化  

俯瞰的な観察・

分析 

寛容な対応 肯定的まなざし

の育成 

安心を生む非言

語対応 

目標の設定・共

有 

失敗の受容・挑

戦の促進 

合意形成・協働

の促進 

 

 感情の率直表出  見られ方への配

慮・調整 

教師と子どもの

合意形成 

個性の受容・促

進 

  

 謙虚な態度の表

明 

  称賛・価値づけ    

 感謝と無条件信

頼の表明 

  内面への共感・

正当化 

   

 受容共感・承認   行い方の明示    

 公平な態度の表

明 

  行動の修正    

 ユーモア対応       

 安心を生む言語

表現 
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さらに、これらの概念やカテゴリー間の関係を明らかにし、構造化したものが図１である。 

 

インクルーシブ教育を視点とした学級経営の構造の全体のストーリーラインを以下に示す。 

インクルーシブ教育を視点とした学級経営の特質として主に、①アドボカシー機能をもつ指

導、②教師理解を促す態度、③小さな共生社会としての学級、④寛容さの重要性、⑤特別支援

教育の専門性と考え方の重要性、⑥「どのように組み合わせるか」という視点の重要性、⑦コ

ンセンサスを軸とした営み、の 7つが示唆された。インクルーシブ教育を視点とした学級経営

とは、多様で異質な他者が存在する学級において、一人ひとりが主体的な構成員として学級生

活づくりに参画していく、小さな共生社会をつくるプロセスであることが明らかになった。 

⑶ インクルーシブ教育を視点とした学級経営の実践構想 

第 3章では、明らかとなったインクルーシブ教育を視点とした学級経営の構造に基づいて、

現場での実践計画を立てた。自身の学級経営改善に向けて、2 種類の計画を立てた。一つは、

年次・月次の学級経営実践計画であり、もう一つは日常的な指導の方針である。 

加えて、校内での組織的な学級経営改善を図るための計画を作成した。学校における学級経

①：【信頼関係をつくる日常的な態度】で教師と子どもが信頼関係を構築していく。 

②：【共生の資質を育む指導】と【共生の文化を支える支援・調整】を土台としながら、【共

生の文化・習慣をつくる指導】を行い、学級内における共生の行動集積を広げていく。 

③：子ども一人ひとりの【主体性を促すファシリテーション】と学級集団の【共生の組織フ

ァシリテーション】を行いながら、子どもたちによる自治的・実践的な学級づくりを促

していく。 

④：①〜③の全ての指導行動は、【アセスメント・児童理解】をもとに評価・改善をしていき

ながら、【関係者との連携・調整】して進められる。 

図 1 インクルーシブ教育を視点とした学級経営の構造図 
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営改善は、日常の指導行動改善である。そのため、一回の研修によって改善・変容を得られる

ものではない。その観点から、組織文化概念に着目し、教師の指導行動の背景にある価値観や

前提を更新する仕組みを作り上げることを目指した。具体的には、行動指針として「学級経営

改善の 8つのチェックポイント」を作成した。さらに、作成した行動指針をどのように運用し

ていくかについても計画を立てている。次年度以降、本計画をもとに、所属校での組織的な学

級経営改善をリードしたいと考えている。 

 

４. 研究のまとめと今後の課題 

本研究によって、インクルーシブ教育を視点とした学級経営の構造が明らかとなった。本研

究では、学級経営実践はより体系的・構造的に実施されることで豊かになることが示唆された。

今後は、本研究で明らかにした構造をもとに、それぞれの実践をより連動させて行うことが必

要となる。また、インクルーシブ教育を視点とした学級経営の特質を明らかにすることができ

た。多様で異質な他者が存在する学級において、一人ひとりが主体的な構成員として学級生活

づくりに参画していく子どもたちの姿を実現することが求められている。 

 さらに、次年度以降の自身の学級経営改善や組織的な学級経営改善に向けた実践計画を構想

することができた。 

 最後に、本研究の課題を述べる。本研究では、仮説的にインクルーシブ教育を視点とした学

級経営の構造を明らかにすることができたものの、その実証性については検討の必要がある。

今後、本研究で明らかにした構造をもとに実践的な研究を行うことが課題となる。 

 また、本研究で明らかにした構造は、力量の高い 2名の本県スーパーティーチャーの実践に

基づいて構築したものであり、その再現性には疑問が残る。本研究で明らかにした学級経営プ

ロセスと教師の力量との相関を検証し、その再現可能性を吟味するとともに、教師に必要な力

量とは何かが明らかにすることで、より汎用的な知見となると考える。 

 さらに、本研究におけるインクルーシブ教育を視点とした学級経営は、通常の学級における

学級経営として展開される形でまとめたが、共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育シス

テムの構築の観点では、多様な学びの場の連続性が必要となり、子どもの教育的ニーズに応じ

てよりダイナミックに学びの場を調整する必要がある。今後は、校内の職員だけでなく、特別

支援学校や地域の関係機関などと連携を図りながら、柔軟に学びの場を調整する学級経営の在

り方を検討する必要があると考えられる。 
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総合的な学習の時間のカリキュラム・マネジメントに関する研究 

〜国語科との関連を中心に〜 

 

 教職実践高度化コース 梶田 祥子 

 

１ はじめに 

 2020年２月末の突然の全国一斉休校はそれまでの学校を一変させ、授業時数が不足し、学

習内容が終わるだろうかといった不安を抱えながら、各学校でカリキュムを見直したり、学習

内容を精選したりした。コロナ禍は教師の授業への取り組みを見直す機会となった。しかし、

総合的な学習の時間に関してみると、これまで全体指導計画を見直したり、各学年の実践を紹

介しあったりする研修の機会は不十分であった。また、他学年がどんな実践をしているかも知

らないのが実情であった。 

一方で、どうしたら子どもたちが主体的な学びができるようになるのかというのが自身の授

業研究の関心であった。そこで、国語と総合的な学習の時間を関連付けて授業を組み立て、身

近な共通の経験を取り上げる授業実践を行ってきた。これにより、子どもたちの主体性が高ま

り、書く力や話す力も身に付いたように思えた。 

 今回の学習指導要領の改訂では、これまで以上に総合的な学習の時間と各教科等との関わり

を意識しながらのカリキュラム・マネジメントが求められている。実際に具体的にどのように

進めていくかが、学校現場の課題である。自身の課題と学校現場の現状から、「資質・能力の

育成を意識したカリキュラム・マネジメントをどう進めていくのか」という問いをもった。 

そこで総合的な学習の時間と教科等との関連について、学習指導要領解説や先行研究をもと

に整理した上で、これまでの自身の教育実践を振り返り、それをもとに国語科との関連を中心

とした総合的な学習の指導計画を構想することを研究の目的とした。 

 

２ 論文構成 

第１章 総合的な学習の時間と各教科等の関連を意識した教育実践 

第２章 総合的な学習の時間と国語科を関連させた授業実践 

第３章 国語科との関連を中心にした総合的な学習の時間のカリキュラム・マネジメント 

 

３ 論文概要 

(1) 総合的な学習の時間と各教科等の関連を意識した教育実践 

第 1章ではまず、総合的な学習の時間の概要と設置の経緯についてまとめた。総合的な学習

の時間は、1998（平成 10）年、教育課程審議会答申で創設が明記された。2002（平成 14）年に

小・中学校で、2003（平成 15）年には高校で総合的な学習の時間が導入された。『小学校学習指

導要領解説 総合的な学習の時間編』（平成 20年６月）では、教科の枠を超えた横断的・総合的

な学習、探究的な活動となるように充実を図るよう明記された。 

次に、総合的な学習の時間の目標について整理した。「探究的な見方・考え方を働かせ」る

とは、「課題設定→情報収集→整理・分析→まとめ・表現」といった探究のプロセスを通し

て、各教科等の「見方・考え方」を総合的に働かせて、実社会・実生活の複雑な状況の中で、
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あれこれ考えたり、自己の生き方や自分自身の在り方について考えたりすることである。「横

断的・総合的な学習」とは、教科等の枠を超えて探究する価値のある課題について、各教科等

で身に付けた資質・能力を活用・発揮しながら解決に向けて取り組んでいくことである。「よ

りよく課題を解決し、自己の生き方を考える」とは、他者理解と自己内省の両方を含めて、現

在や将来の自分の生き方につなげて考えたり、学習の成果や達成感から自信をもち、自分の良

さに気付き、自分の人生や生き方についてより考えたりすることである。 

カリキュラム・マネジメントは、「教育課程に基づき組織的かつ計画的に各学校の教育活動

の質の向上を図っていくこと」である。2016（平成 28）年の中央教育審議会答申では「カリ

キュラム・マネジメントの３つの側面」が示されている。それ以前は、「教育課程の評価を

し、改善を行うこと」の側面が前面に出されていたが、今回の学習指導要領の改訂により、

「社会に開かれた教育課程」が重要視されてきた。学校が社会や世界との接点をもちながら、

多様な人々とのつながりを保ちながら学ぶことができる、開かれた学校となることが不可欠で

ある。 

次に、総合的な学習の時間と各教科等の関連を意識した教育実践の先行研究についてまとめ

た。学校全体のカリキュラムの見直しという大がかりなカリキュラム・マネジメントではな

く、単元の計画を見直していくところから出発するマネジメントの論文をいくつか読んだ。授

業者の意図と子どもの姿との整合性や、授業者が見逃した「つながり」を授業参観者に見取ら

せる研究は、私自身、校内研修のあり方を考え直すきっかけとなった。 

さらに、溝口（2021）は、全国学力学習調査の質問紙結果をもとに、国語科の授業での学び

が普段の生活の中で活用されていないと答えた子どもたちが７割いる実態と、ベネッセ教育総

合研究所が教員に対して行った「授業で心がけていること」という質問の解答において、教科

横断的な授業や合科的な授業がいつも低い結果にあるということに着目し、総合的な学習の時

間と国語科に共通する資質・能力で授業をつなぐ実践研究を行っている。溝口はこの研究か

ら、教育課程をすべて見直し、カリキュラムを計画していくことは難しいが、総合的な学習の

時間を教科等とつなぐ単元ごとのデザインではマネジメントしやすいのではないだろうかと考

えている。この研究では、教師は授業のしやすさを感じ、子どもたちは自分自身の成長を感じ

取りやすいという成果が見られた。 

 

（２）総合的な学習の時間と国語科を関連させた授業実践 

第２章では、自分自身の過去の総合的な学習の時間と国語科を関連させた授業実践の考察を

行った。平成 26 年度宮崎市立小松台小学校第５学年、総合的な学習の時間「よみがえれ大谷

川」と国語科「説明のしかたについて考えよう」を関連させた取組と、平成 30年度宮崎市立本

郷小学校第５学年、総合的な学習の時間「実れボランティアの木」と国語科「グラフや表を用

いて書こう」を関連させた取組である。 

総合的な学習の時間では、子どもたちにとって身近な問題を取り上げ、それをもとに国語科

で意見文を書かせたので、子どもたちは取組に熱心であった。また、共通体験があるからこそ、

仕上げた意見文をお互いに読み合ったり、書いたものをもとに議論したりする際に、一人一人

が自分事としてとらえ、修正したり意見を言ったりすることができた。また、今回、自分の実

践を「総合的な学習の時間として」、「総合的な学習の時間と国語科の関連として」、「国語科と

して」考察した。このような形で単元を評価できたことは、今後 PDCAサイクルを使って評価し
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改善する際に、総合的な学習の時間、教科との関連、教科の３つの視点で考察し、改善に努め

ることに活かせると考える。ぜひ、同僚職員にも広げたいと思った。 

 

（３）国語科との関連を中心にした総合的な学習の時間のカリキュラム・マネジメント 

第３章では、教科横断的な言語能力の育成に着目した。国語科の目標に「言葉による見方・

考え方を働かせる」とある。これは、言葉の意味と言葉の働き、言葉の使い方等に着目して、

対象と言葉、言葉と言葉の関係を捉えたり、問い直したりして言葉を表現したり理解したりす

ることで、言葉への自覚を高めることである。 

次に、キャリア教育の視点で言語能力を考えた。キャリアパスポートが 2020年に導入さ

れ、学んだことや体験したこと、考えたこと等を表現することが一層意識されるようになっ

た。特に、学習の振り返りの場面でキャリアパスポートに記入したことは、新たな問いを生み

出し、次の課題設定につながっていくこともある。キャリア教育の視点で考える際にも、言語

能力の育成が重要だと考える。 

以上を踏まえ、これまで勤務校の６年生が学習してきた総合的な学習の時間における将来の

夢に関する単元を見直し、単元「わたしの夢」とし、改善することにした。その際、総合的な

学習の時間の目標にある探究的な学習、教科横断的な学習、より良く課題を解決し、自己の生

き方を考えることの３点と、キャリア教育、社会に開かれた教育という視点で見直した。その

結果、探究的な学習や教科横断的な学習についての意識、またキャリア教育の視点が不足して

いたことに気付いた。この単元では、子どもたちは調べたい仕事、興味のある仕事ではなく、

調べやすい仕事を調べていた。また、調べたことを友だちに公表しない子どもが複数いた。つ

まり、調べやすいことを課題として設定してしまい、課題そのものが自分のものになっておら

ず、自分の生き方を考えたり見つめ直したりするような学習にはなっていなかった。さらに、

ゲストティーチャーに来て話をしていただくことがあっても、一方的に話してもらうだけで、

子どもたちから質問したり意見したりするような双方向的な交流ではなかった。 

そこで、まず、探究のプロセスを明確にし、プロセスが何度か繰り返せるような探究過程に

した。また、キャリア教育で身に付けさせたい力を明記し、単元のどの段階で身に付けさせる

のかをはっきりさせた。 

〈表１〉は、総合的な学習の時間と国語科で育成したい共通する資質・能力で単元をつない

だ計画である。総合的な学習の時間と国語科で育成したい共通する資質・能力でつなぐと、総

合的な学習の時間から国語科へ、国語科から総合的な学習の時間へ、言語能力を身に付けるた

めに行ったり来たりするイメージで２つの教科を配置することができた。このように単元構成

することは難しいことではなかった。共通する資質・能力を整理することで、単元デザインが

できることを理解できた。 

 

４ おわりに 

今後の展望としては、まずは作成した指導計画を早速実行してみたい。授業後、ルーブリッ

ク評価をしてカリキュラム・マネジメントの成果を分析し、次に生かせるようにしたい。さら

に、本研究では国語科と総合的な学習の時間の関連において、言語能力に着目しカリキュラ

ム・マネジメントを実施したが、国語科の読み物教材と関連させようとした時に、自己の生き

方について考える場面が多く想定された。そこで、道徳や特別活動との関連を通し総合的な学
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習の時間のカリキュラム・マネジメントをしていきたい。そうして今後は、子どもたちに他者

を理解し、自己を見つめる態度の育成を進めていきたいと考えている。 

 

〈表１ 国語科との関連で身に付けさせたい資質・能力〉 

【知識・技能―知、思考力・判断力・表現力等―思、 学びに向かう力・人間性等―学】 

学習内容及び学習活動 
国語科との関連で 

身に付けさせたい能力 
国語科の主な単元 

どんな仕事があるか考え、発表する。 

図書を使って仕事について調べる。 

学習計画を立てる。 

言葉の働きや役割に関する理

解（知） 

「話し言葉と書き言葉」 

インターネット等を活用して、自分のなりたい

仕事に関する情報を収集する。 

調べたことを整理し、ゲストティーチャーへ聞

きたいことをまとめることができる。 

ゲストティーチャーとの交流から、仕事への思

いや願いを理解することができる。 

ゲストティ-チャーからの情報を整理し働くこ

とや夢を叶えることについて話し合う。                 

ゲストティーチャーの願いや思いを受けた手紙

を書く。 

言葉を通じて伝え合う力（思） 

情報を多面的・多角的に精査し

構造する力(思) 

 

 

 

自己や他者の考えを尊重しよ

うとする態度（学） 

自分のものの見方や考え方を

深めようとする態度（学） 

「聞いて、考えを深めよう」 

「時計の時間と心の時間」 

「みんなで楽しく過ごすた

めに」  

「メディアと人間社会」 

「大切な人と深くつながる

ために」 

「私たちにできること」 

調べたことを整理し、伝えたいことをプレゼン

テーションにまとめ、発表する。 

振り返りカードに、将来の夢や目標への思いを

まとめる 。 

文章を推敲したり発話したり

する調整力（思） 

感情や想像を言葉にする力

（思） 

「情報と情報をつなげて伝

えるとき」 

「調べた情報の用い方 

今、私は、ぼくは」 

「海の命」 

 

５ 主な引用・参考文献 

中央教育審議会（2016）「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要

領等の改善及び必要な方策等について（答申）」（平成 28年 12月 21日） 

溝口雅也（2021）「資質・能力でつなぐ教科・総合連携型単元デザインの開発：小学校国語科

と総合的な学習の時間の実践を通して」『静岡大学教育実践高度化専攻成果報告書抄録集』第

11巻, pp.61-66． 

文部科学省(2018)『小学校学習指導要領（平成 29年度告示）解説 総合的な学習の時間編』

東洋館出版社 

文部科学省(2018)『小学校学習指導要領（平成 29年度告示）解説 国語編』東洋館出版社 
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中学校社会科における考える力を育成する 

学習材の開発および学習材を活用した指導方法の検討 

 

教科領域指導力高度化コース 田上 海流 

 

１．研究の目的 

 本研究は、考える力を育成する学習材開発のポイントやその学習材を活用した指導方法を明

らかにすることを目的としたものである。 

 科学技術の発展に代表されるような近年の社会の急速な変化は、人々の生活をより便利で快

適にしたが、これまで通りの方法や考え方のみでは解決できないような新たな問題を生み出し

てきている。このような社会の変化に伴って、主権者教育を主体とする社会科は、この社会に

どのような問題があるのかを考え明らかにする力や、その問題を解決するために考える力など

の育成が求められている。では、教科書と学習材（いわゆるワークシート）を活用して授業を

することが多い実際の学校現場で考える力を育成するためには、どのように授業を構成して実

践すれば良いのだろうか。このような教育的課題を追求するためには、考える力を育成する学

習材の作り方とそれを用いた指導の仕方を検討する必要があるだろう。本研究ではそのような

検討をもとに、学習材開発のポイントや学習材を活用した指導方法を明らかにする。 

 

２．研究の方法 

 本研究の方法は、以下の通りである。まず、学習材を用いた授業の問題点を明らかにするた

めに、実習校で実践した授業の分析を行う。次に、問いに対する問題解決的な思考に関する佐

伯氏の論ⅰ）を検討し、授業の問題点を解決し、学習材開発のポイントや学習材を活用した指導

方法の一つのあり方を明らかにする。最後に、そのあり方の有用性を検証するために、中学校

社会科の授業における学習材の開発とその学習材を活用した指導方法を考察する。 

 

３．研究の概要 

（１）学習材を用いた授業の課題に対応する学習材開発のポイントと学習材を活用した指導方法 

 まず、実習校で実践した学習材を用いた授業を分析し、同じ学習内容を同じ学習材を用いた

授業にもかかわらず、課題を自力で解決できる生徒とそうでない生徒がでてくるということが

明らかとなった。このような点について、佐伯氏の論ⅱ）をもとに検討した結果、課題を自力で

解決できる生徒とそうでない生徒の違いは、「わかるべきこと」（与えられた課題を解決するた

めの段階的な目標）を自分で設定することができるかどうかという点にあるのではないかと考

えられた。 

 次に、「わかるべきこと」を学習材開発と学習材を活用した指導にどのように応用することが

できるかを検討し、「わかるべきこと」を以下のように学習材に組み込むことで課題解決の難易

度を調整し、生徒の実態を考慮した学習材の開発が可能となることを明らかにした。学習材に

「わかるべきこと」を明確に示した場合、生徒はそれを自分で考えて設定する必要がなくなる

ため、課題解決の難易度は低くなる。一方、学習材に「わかるべきこと」を全く示さなかった

場合は、生徒はそれを自分で考えて設定する必要があるため、課題解決の難易度は高くなる。
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学習材を活用して指導をするには、どのような事をすれば、生徒が「わかるべきこと」を設定

できるようになるのかを検討することが重要である。そのような検討によって、生徒の実態を

踏まえた指導を行うことが可能となる。 

  

（２）学習材開発のポイントと学習材を活用した指導方法にもとづいた授業改善 

 授業「徳川吉宗の政治」（歴史的分野）と授業「中国・四国地方の交通」（地理的分野）を対

象に、学習材開発のポイントとその学習材を活用した指導方法を適用し、その有用性の検証を

行った。なお、授業「徳川吉宗の政治」における学習課題は、「年貢の取り方が変更されると、

農民の生活はどうなるだろうか。」である。それに対する解答の一例は、「徳川吉宗が年貢の取

り方を変更したことで、変更前よりも農民の手元に残る米の量が減ったため、農民の生活は苦

しくなった。」である。「わかるべきこと」（与えられた課題を解決するための段階的な目標）は、

「農民の手元に残る米の量を年貢の取り方が変更される前後で比較すること」である。 

 まず、学習材開発のポイントを踏まえ、どのように「わかるべきこと」を学習材に組み込む

かを検討し、学習材の課題解決の難易度を表 1のように整理した。 

 

表 1 授業「徳川吉宗の政治」で用いる学習材の課題解決の難易度分け 

学習材の 

課題解決の 

難易度 

学習材の構成 

構成の意図 

難易度 

（高度） 

課題（年貢の取り方が変更されると、農民の生活はどうなるのだろうか。）と徳川吉宗が年

貢の取り方を変更する前後の年貢の徴収方法のみを示す。 

・「わかるべきこと」（農民の手元に残る米の量を年貢の取り方が変更される前後で比較す

ること）に関することが一切示されていないため、生徒自身が「わかるべきこと」を考え、

設定しなければならないようにする。 

難易度 

（中程度） 

課題（年貢の取り方が変更されると、農民の生活はどうなるのだろうか。）と徳川吉宗が年

貢の取り方を変更する前後の年貢の徴収方法を示し、年貢の取り方が変更された前後の農

民の手元に残る米の量を具体的な数値を用いて計算できるようにする。 

・「わかるべきこと」（農民の手元に残る米の量を年貢の取り方が変更される前後で比較す

ること）を直接的には示していないが、具体的な数値を用いて計算させて、農民の手元に残

る米の量を比較するように促す。 

難易度 

（低度） 

課題（年貢の取り方が変更されると、農民の生活はどうなるのだろうか。）と徳川吉宗が年

貢の取り方を変更する前後の年貢の徴収方法を示し、年貢の取り方が変更された前後の農

民の手元に残る米の量を具体的な数値を用いて計算できるようにする。加えて、計算結果を

表形式にまとめさせる。 

・「わかるべきこと」（農民の手元に残る米の量を年貢の取り方が変更される前後で比較す

ること）が学習材の中で直接的に示されており、表形式を用いて農民の手元に残る米の量を

（強制的に）比較させる。 

（筆者作成） 

 

 課題解決の難易度が高い学習材には、与えられた課題と年貢の徴収方法のみが示されている。
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このような学習材の構成だと、生徒は「わかるべきこと」（農民の手元に残る米の量を年貢の取

り方が変更される前後で比較すること）を自分で考えて設定する必要がある。課題解決の難易

度が中程度の学習材には、課題と年貢の徴収方法に加え、農民の手元に残る米の量を計算でき

るように具体的な数値が示されている。このような構成にすることで、農民の手元に残る米の

量を年貢の取り方が変更される前後で比較するように生徒に促すことができる。課題解決の難

易度が低い学習材には、中程度のものに加えて、農民の手元に残る米の量の計算結果を整理で

きるような表が示されている。このような構成にすることで、生徒に農民の手元に残る米の量

を年貢の取り方が変更される前後で比較させることができる。つまり、この学習材は、生徒が

「わかるべきこと」を自分で考えて設定する必要がないということになる。このように「わか

るべきこと」をもとに課題解決の難易度を調整することで、生徒の実態に即した学習材を開発

することができると考える。 

 次に、課題解決の難易度が中程度の学習材を使用した授業という前提で、生徒が「わかるべ

きこと」を設定できるようにするための適切な指導内容を検討した。その指導方法は基本的に

は机間指導における補助発問という形式であり、その具体的な内容を示したものが表 2である。

ここでは、課題を解決する力をもとにして生徒のレベル分けを行い、そのレベルごとに指導内

容を示した。 

 

表 2 授業「徳川吉宗の政治」における具体的な指導の一例 

生徒のレベルと特徴 具体的な指導の例 

Aレベル 

指導なしで課題が解決できる 

・課題（年貢の取り方が変更されると、農民の生活はどうなるのだろう

か。）を与えるのみ 

B
レ
ベ
ル 

B1レベル 

間接的な発問などの指

導で課題が解決できる 

・補助発問「農民は手元に残る米が減ったか、増えたか」 

（発問の意図：農民の手元に残る米の量を年貢の取り方が変更される前

後で比較するように促す） 

B2レベル 

直接的な発問などの指

導で課題が解決できる 

・補助発問「年貢の取り方が変更される前は農民の手元にはどのくらい

米が残るか、変更後はどうか」 

（発問の意図：直接的に農民の手元に残る米の量を年貢の取り方が変更

される前後で比較するように促す） 

C
レ
ベ
ル 

C1レベル 

課題に対する解答を示

したり説明したりすれ

ば理解できる 

・年貢の取り方が変更されたことによる農民の生活への影響を説明す

る。 

 

C2レベル 

課題に対する解答を説

明しても理解できない 

・年貢の取り方が変更されたことによる農民の生活への影響を説明す

る。 

・課題の意味がわからないのか、言葉がわかっていないのかなど細かい

部分について質問し、課題に対する解答を理解できない理由を明らかに

する。 

（筆者作成） 

 

 Aレベルの生徒は、課題を自力で解決できるため、「わかるべきこと」を設定できるようにす
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るための指導は特に行う必要がない。B レベルの生徒は、B1 レベルと B2 レベルに分ける。B1

レベルの生徒には、農民の手元に残る米の量を年貢の取り方が変更される前後で比較するよう

促すために、「農民の手元に残る米の量は増えたか、減ったか」といった「わかるべきこと」を

示す間接的な補助発問を行う。一方、B2 レベルの生徒には、「年貢の取り方が変更される前は

農民の手元にはどのくらい米が残るか、変更後はどうか」といった B1レベルの生徒よりも「わ

かるべきこと」を示す直接的な補助発問を行う。B1レベルの生徒と B2 レベルの生徒への補助

発問の大きな違いは、「年貢の取り方が変更される前の農民の手元に残る米の量」と「年貢の取

り方が変更された後の農民の手元に残る米の量」といった比較するべき事を明確にしている点

である。Cレベルの生徒については、C1レベルと C2レベルに分ける。C1レベルの生徒には、

年貢の取り方が変更されたことによる農民の生活への影響を説明する。その説明を聞いても理

解できない C2 レベルの生徒については、課題に対する解答を理解できない理由を別途明らか

にするような考察を行う。このように、授業で用いる学習材を活用し、生徒が「わかるべきこ

と」を設定できるようにするための指導を検討することで、生徒の実態に合わせた指導を行う

ことができると考える。 

 以上と同様の検討を、授業「中国・四国地方の交通」でも行った。その結果、先の検討で明

らかにした学習材開発のポイントと学習材を活用した指導方法は、中学校社会科の他の学習内

容についても適用できる可能性が高い、有用性のあるものであることを示すことができた。 

 

４．本研究の成果と課題 

 本研究の成果は、考える力を育成するための学習材開発のポイントと学習材を活用した指導

方法の一つのあり方を具体的に示せたことである。学習材開発のポイントは、「わかるべきこと」

を学習材にどのように組み込むかを検討することである。学習材を活用した指導方法は、生徒

が「わかるべきこと」を設定できるようになるために必要なことが何なのかという点について

検討し、生徒のレベルに応じてその指導を行うことである。 

 本研究の課題は次の 2点である。1点目は、学習材開発のポイントやそれを活用した指導方

法が公民的分野や他の授業にも適用できるかについて、今後も検討が必要となることである。

2 点目は、本研究で明らかにしたこと以外のポイントや指導方法があると考えられ、それらに

ついて今後も追求することが求められることである。今後の授業実践を通して批判的な検討を

重ね、考える力を育成することができるより良い授業の実現を目指す。 

 

＜注＞ 

ⅰ)佐伯胖（1995）『「わかる」ということの意味』岩波書店，pp.22-24を参照. 

ⅱ)同上. 

＜主な引用・参考文献＞ 

1)佐伯胖（1995）『「学ぶ」ということの意味』岩波書店. 

2)佐伯胖（1995）『「わかる」ということの意味』岩波書店. 

3)地理教育研究会（1992）『90年代 授業のための日本地理』古今書院,pp.75-100. 

4)奈須正裕（2017）『「資質・能力」と学びのメカニズム』東洋館出版. 

5)安高啓明（2018）『トピックで読み解く日本近世史』昭和堂,pp.113-213. 
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新学習指導要領に基づく中学校理科における問いの設定と授業の在り方 

―振り返りに焦点を当てて― 

 

教科領域指導力高度化コース 加治屋 智弥 

 

１. 問題の所在と研究の目的 

平成 29年度告示の新中学校学習指導要領(理科編)(文部科学省，2017)では，平成 20年度告

示の旧中学校学習指導要領(理科編)以上に「探究の過程」が重要視されており，新しく「振り

返り」「振り返る」という記述が数多く見られた。そこで，新学習指導要領が想定する探究の過

程には「振り返り」の場面が含まれていると判断し，教科書においてその場面がどのように取

り扱われているかを明らかにする必要があると考えた。 

本研究では，平成 29年度告示の学習指導要領に基づく中学校理科教科書に書かれている「振

り返り」場面の問いの分析結果を活かした授業実践を行い，理科授業の在り方を検討すること

を目的とする。 

 

２．研究の方法 

 (1) 新中学校理科教科書分析 

中学校理科教科書に書かれているすべての「問い」を抜き出し, 学習指導要領の範囲内の内

容について生徒が探究する過程を，「背景」「問題」「仮説」「方法」「結果」「考察」「活用」「振

り返り」，および，「その他」の場面に分類し，「振り返り」の場面に書かれている「問い」を書

き起こして整理した。また，「振り返り」場面に書かれていた「問い」の内容による分類を行っ

た。 

(2) 教科書分析による振り返り場面の「問い」の設定と授業実践 

学校教育実践研究実習(春実習)では，宮崎市公立中学校第 2学年 2クラスを対象に実践を行

った。探究過程の「振り返り」場面において，探究過程の振り返りを促す「今回の実験で学ん

だことは何か」という問いかけを行い，ワークシートに記述させ，自ら作成したルーブリック

に基づいて評価した。教育実践開発研究実習(秋実習)では，宮崎市公立中学校第 1学年 2クラ

ス，第 2学年 2クラスを対象に実践を行った。探究過程の「振り返り」場面において，「学習内

容を使った説明を促す問い」を学習内容に応じて行い，ワークシートに記述させ，ルーブリッ

クに基づいて評価した。 

(3) 授業実践の前後における生徒の変容 

調査は，質問紙法で実施した。事前調査では，授業実践前の理科に対する考えや「振り返り」

に対する意識，理解度などを 4段階で選択させる設問がある。事後調査では，事前調査と同じ

設問を複数用意している。このとき，「振り返り」場面の問いの実践に関する設問を用意するこ

とで，筆者の授業評価を行い，今後の授業の在り方を検討する資料とすることを意図している。 

 

３．結果 

中学校理科教科書から得られた「問い」の総数は, 暫定集計値で 6,469件であった。そのう

ち，「振り返り」場面の問いの件数は，623件であった。「振り返り」場面における「問い」の内
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容に着目し，種別毎の件数を集計して表 3-1に掲げ，その種別毎の問いの例を表 3-2に示す。

その際に，一つの教科書でまったく同じ文言の問いが繰り返されている場合には※を付した。 

 

表 3-1「振り返り」の種別毎の問いの件数 

「振り返り」の種別 件数 

学習や探究過程の振り返りを促す

問い 
125 

論理の振り返りを促す問い 78 

学習内容を使った推論を促す問い 77 

学習内容を使った説明を促す問い 62 

新たな疑問を促す漠然とした問い 46 

学んだ知識の確認を促す問い 45 

できるようになったことを問う問

い 
43 

新たな疑問に導く具体的な問い 39 

方法の妥当性・信頼性の再検討 31 

結果の再現性の確認や新しい条件

での観察・実験を促す問い 
19 

概念変化に関する問い 16 

結果の妥当性・信頼性を問う問い 16 

科学概念自体に関する問い 15 

レポートの読みやすいまとめ方に

関する問い 
6 

適用するモデルに関する問い 5 

計 623 

表 3-2「振り返り」の種別毎の問いの例 

テキスト 振り返りの種別 

※探究の振り返り：何を明

らかにするのかを意識しな

がら，観察 1 を行うことが

できたか。 

学習や探究過程の

振り返りを促す問

い 

検討改善：気圧配置や前線

の位置の予想はうまくでき

ただろうか。 

論理の振り返りを

促す問い 

ふり返り：ちがう物質から

発生した気体は，ちがう気

体なのではないかな。 

学習内容を使った

推論を促す問い 

※ふり返りポイント：調べ

ようとしたことに対して，

方法は適切か。 

方法の妥当性・信

頼性の再検討 

金星以外にも，満ち欠けし

て見える惑星はあるのか

な。 

新たな疑問に導く

具体的な問い 

ふり返り：実習 4 でつくっ

たモデルがうまく説明でき

なかった場合，どこがよく

なかったのか考えよう。 

適用するモデルに

関する問い 

表 3-1より, 探究過程の「振り返り」場面では，ただ単に学習や探究過程を振り返るだけ

ではなく，「新たな疑問に導く具体的な問い」や，「適用するモデルに関する問い」など幅広

い問いかけが行われていることが分かった。 

春実習では，単元「さまざまな化学変化」において, 探究過程の振り返り場面で「今回の

実験で学んだことは何か」という問いかけを行い, ルーリックを基に評価した。そのうち, 

中学校第 2学年の 1クラスの結果を図 3-1, 図 3-2に示す。その際, 同単元において, 2度

の実践を行ったため, 1度目に行ったものを実践 1, 2度目に行ったものを実践 2とする。

秋実習では, 第 1学年では単元「水溶液の性質」「物質のすがたとその変化」, 第 2学年で

は, 単元「地球をとり巻く大気のようす」「大気中の水の変化」において, 「学習内容を使

った説明を促す問い」を探究過程の振り返り場面で学習内容に応じて行い，ワークシートに
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記述させ，ルーブリック表を基に評価した。その内, 図 3-1, 図 3-2の実践と同学級の中学

校第 2学年の 1クラスの結果を図 3-3, 図 3-4に示す。その際, 実践 1では「今の大気の状

態を言葉で伝えるには，どのように説明すればよいだろうか。」, 実践 2では「冬の寒い日

に息をはくと，白くなるのはどうしてだろうか。説明してみよう。」という問いかけを行っ

た。また，事後質問紙調査での回答結果の一部を図 3-5に示す。 

 

 

図 3-1 春実習 実践 1 各レベルの人数 

 

図 3-3 秋実習 実践 1 各レベルの人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 春実習実践 2 各レベルの人数 

 

図 3-4 秋実習 実践 2 各レベルの人数

註 1）春実習ではレベル 5, 秋実習ではレベル 4が最も高いレベルである。 

 

   

図 3-5 中学校第 2学年 1学級 事後質問紙調査 問 7 問 8 

1 4 9 6 6 4

0% 50% 100%

5 1

4 4

3 9

2 6

1 6

無回答 4

春実習 第2学年 実践1

14 11 5 01

0% 50% 100%

実践１

4 14

3 11

2 5

1 0

無回答 1

秋実習 第2学年 実践1

4 20 5 6 0

0% 50% 100%

実践２

4 4

3 20

2 5

1 6

無回答 0

秋実習 第2学年 実践2

2 4 13 15

0% 50% 100%

問７(授業で学んだこと

を使って考えることや学

習を振り返ることで, 知

識が深まっていると感じ

ますか)

選択肢1 選択肢2
選択肢3 選択肢4

3 3 25 3

0% 50% 100%

問８(学習後, みなさん

に新たな課題を出したと

き, ヒントは欲しいです

か)

選択肢1 選択肢2

選択肢3 選択肢4

4 1 13 12 3 1

0% 50% 100%

5 4

4 1

3 13

2 12

1 3

記述なし 1

春実習 第2学年 実践2
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註 2）問 7「まったくそう思わない」：1，「どちらかといえば思わない」：2，「どちらか

といえばそう思う」：3，「とても思う」：4までの 4段階 

註 3）問 8「まったくいらない」：1，「あまりいらない」：2，「少しほしい」：3，「たくさ

ん欲しい」：4までの 4段階 

 

図 3-1, 3-2, 3-3, 3-4より, 春実習と比べ, 秋実習の方が高いレベルに達した生徒が多

いという結果になった。また，春実習での実践 1, 実践 2を比較し，大きな変容を得られな

かったことから，同じ問いかけを繰り返し行っても，レベルは上がらないことが分かる。し

かし，春実習と秋実習では, 単元や「問い」の内容が違うため，一概に実践ごとの比較はで

きない。 

 
４．考察と実践を通しての展望 

秋実習が春実習に比べ, 高いレベルに達した生徒が増加した要因として, 具体的な問い

かけにしたことが考えられる。春実習では，抽象的な問いかけであったが，秋実習では,具

体的な問いにしたことで, 生徒自身が重要ポイントを意識して記述することができたと考

える。しかし，抽象的な問いかけを行う際にも，教師が効果的な足場かけを行うことで, 記

述内容が充実してくるのではないかと考える。また, 本来, 授業を担当している指導教員

は，生徒の理解度を高めるために，生徒間での説明を促すことを授業内で取り入れていた。

その手立てにより，知識の確実な習得を促し, 生徒が自身の考えをまとめ, 説明する能力

が向上したと考えられる。 

今後は, 生徒の実態に応じた「問い」や, ヒントカード等の理解を促す教材の開発, よ

り一層, 妥当性・信頼性の高いルーブリックの作成を提案したい。 
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挿絵分析を取り入れた文学的な文章の読解学習の指導について 

 

 教科領域指導力高度化コース 能勢 優子 

 

１．主題設定の背景 

 「小学校学習指導要領（平成２９年告示）解説 国語編」には、第１学年及び第２学年の C 

読むこと「構造と内容の把握」（文学的な文章）において、「イ 場面の様子や登場人物の行動

など，内容の大体を捉えること。」という内容に関して、「場面の様子を描いた挿絵なども手掛

かりにしながら」１）（下線稿者）とある。この内容は、文学的な文章における挿絵の重要性を

位置づけてはいるものの、物語の内容を正確に理解するといった「構造と内容の把握」の学習

段階のみに、挿絵の活用がとどまっているという現状がある。一方、第５学年及び第６学年の

C読むことの「精査・解釈」（説明的な文章）においては、「ウ 目的に応じて、文章と図表な

どを結びつけるなどして必要な情報を見付けたり、論の進め方について考えたりすること。」

という内容に関しては、この「図表など」に含まれるものとして、挿絵は位置づけられている
２)。このことから、説明的な文章における挿絵の活用は、「精査・解釈」の学習段階にまで広

げられていることが分かる。さらに、手塚は、「かつてない情報の視覚化に直面するこれから

の社会においては、文学的な文章における挿絵も、文章を構成する要素の一つとして、読みの

学習の中で重要な役割を担うと言えるのではないだろうか。」３）と主張している。 

そこで本研究では、文学的な文章の挿絵について、読解学習の指導における具体的な活用の

在り方を検討することとした。 

 

２．先行研究の分析と課題 

桐生・東は、小説教材の「文字テクスト」と「絵画テクスト」の相関について、 

「『挿絵』から情報を読み取ること、挿絵の視点から何をどのように表現しているのかをと

らえることをとおして、自分自身の考えをあきらかにし、それがどこに立脚するのかを自覚す

ることができる。また、他者と共有することで共通理解あるいは多様性に気づくことができ

る。そして、本文（文字テクスト）と挿絵（絵画テクスト）の調和や差異を意識することでテ

クストの批評を行うことができる。」４）と述べている。このことは、挿絵を「精査・解釈」や

「考えの形成」の学習段階に役立てるための方向性を示唆している。文字テクストと挿絵は、

作品の「共通理解」そして「多様性」をもたらすという意味で同等と捉えなおすことによっ

て、挿絵が読みの深まりを生むきっかけになり得ると言える。 

一方、美術教育の観点から岡山・高橋は、絵画鑑賞の言語化によって、「鑑賞の深化」が促

されるとし、「一般的には、造形表現は造形活動によって保障されると認識されている。しか

し、造形表現の活性化は、造形表現だけに委ねられるのではなく、表現の他領域によっても活

性化できるという新たな視点が必要である。」５）と述べている。このことから、絵画鑑賞にお

ける言語表現の有効性は明らかだと言える。 

さらに挿絵分析の方法についての試みとして、第４学年「ごんぎつね」の挿絵を例に検討を

行った。教材「ごんぎつね」は、東京書籍・光村図書の２社で挿絵の作者が異なる６）ため、

同一場面の挿絵表現を比較するという方法をとることができると考えたからである。この比較

70



分析によって見出された相違点を、単一の挿絵分析の観点として捉えなおすようにした。挿絵

表現においても「何が」という内容情報や「どのように」という特徴情報を具体的に言語化し

ていくことが重要である。例えば、挿絵表現の「人物」に関しては、「動き」はもちろん「表

情」「視線」についても検討すること、また「語り手の視点の位置」と「挿絵の視点の位置」

の対応やその効果を考えることなどは、教材研究に有効だと分かった。挿絵分析を授業計画に

取り入れる際には、叙述との整合性を踏まえて挿絵表現の行き過ぎもしくは不足を見極めたう

えで、学習目標に沿わせて扱う必要がある。そこで、挿絵分析を取り入れることで、直接的に

叙述されていることへの想像だけでなく、直接的には叙述されていないことへの想像を広げる

ことができるのかについて、実際の授業において検証することとする。 

 

３．研究目的 

 文学的な文章を用いた読解学習において、挿絵分析を取り入れることで、直接的に叙述され

ていることへの想像だけでなく、直接的には叙述されていないことへの想像を広げることがで

きるようになるということを明らかにする。 

 

４．検証授業の概要 

 小学校第２学年を対象に、教材『わたしはおねえさん』（光村図書出版）を用いた検証授業

を行った。まず、授業構想段階において、検証授業で扱う挿絵に対する「教材研究としての挿

絵分析」を試みた。対象の挿絵は、妹「かりんちゃん」が主人公「すみれちゃん」のノートに

なにかをかいている様子を描いた挿絵である。この挿絵では、「かりんちゃん」と同じ場所に

いるはずの「すみれちゃん」が描かれていないことから、挿絵表現の視点の位置は「すみれち

ゃん」に重なっていると考えられる。また、後ろ向きの「かりんちゃん」が描かれているこ

と、学習机を使っていること、３本の色鉛筆を取り出していること、うさぎのスリッパを放り

出していることなど、叙述には直接描かれていない情報を挿絵表現から読み取ることができ

た。これらの情報を踏まえて、「まだかいているさいちゅうでした。」７）という「かりんちゃ

ん」の行動に関する叙述や、「半分ぐらい、なきそうでした。もう半分は、おこりそうでし

た。」８）という「すみれちゃん」の心情に関する叙述の理解を深めることができると考えた。

そして、妹の行動の幼さに「なきそう」「おこりそう」になったという理解から、妹の行動の

無神経さに「なきそう」「おこりそう」になったという理解へと変容すると想定した。 

学習指導計画としては、まず主人公「すみれちゃん」が妹の「かりんちゃん」に対して「も

う、かりんたら、もう」と言った理由について疑問を持たせ、行動や会話文など文章に着目さ

せながら、個人思考・全体共有を行う。次に、挿絵について分析するという活動を取り入れ

て、個人思考・全体共有を行う。そして、主人公「すみれちゃん」が「もう、かりんたら、も

う」と言った理由について、再度個人思考・全体思考を促すという流れで計画した。特に、挿

絵分析の活動における個人思考の支援として、ワークシートと掲示物を工夫した。ワークシー

トは、対象の挿絵に対して矢印や丸印を用いて書き込める形式にしたことで、挿絵から読み取

った情報の関係性を整理することができるようにした。さらに、挿絵分析の具体的な観点をま

とめた掲示物を予め全体に提示したことで、何をどのように描いている挿絵表現なのか気づく

手掛かりとすることができるようにした。検証授業では、従来のように文章理解の補足的な役

割で挿絵を扱うのではなく、独立した挿絵分析として取り入れるように計画した。 
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５．検証授業の考察 

検証授業の考察については、主人公「すみれちゃん」が妹の「かりんちゃん」に対して「も

う、かりんたら、もう」と言った理由に対する児童のワークシートの記述をもとに行った。ま

ず、挿絵分析前の記述の量と比較して、挿絵分析後の記述の量が増えている児童の数について

調査した。結果、児童２７名中１３名にのぼることが分かった。さらに、挿絵分析前の記述と

挿絵分析後の記述の内容において、特に変容が見られた児童４名を抽出して内容分析を行っ

た。 

表１：児童４名のワークシート記述について 

 

この４名の児童の挿絵分析後の記述には、挿絵分析前の記述には見られなかった「しゅくだ

い」という語が共通して表出していることが分かる。挿絵分析前には「ノート」という語のみ

にとどまっていたことから、「自分のノート」を勝手に使われたからという理解をさらに深め

て、「宿題をしようと机に出していたノート」を使われたからということにも気づくことがで

きていることが分かる。「ノート」がどうして「出しっぱなし」だったかについて問いをも

ち、前の場面を読み直したことで「すみれちゃん」が「しゅくだい」をしようと机の上に広げ

たノートだということを踏まえて考え直したと推察される。したがって、挿絵分析の活動によ

って場面の様子をより具体的に想像したことで、そこから新たに得られた疑問や考えをもと

に、叙述を読み直すことができたということが分かった。 

 

６．結論 

（１） 本研究の成果 

まず本研究の一つ目の成果として、教材研究のための挿絵分析の方法を具体的に提案するこ

とができたことが挙げられる。教材研究のための挿絵分析の際の留意点として、必ず作品の本

文内容を根拠として検討し、本文との過不足を見極めるということが重要だということを明ら

かにした。特に「本文にはない、新たな情報を加える挿絵」や「本文にはある情報を、描かな

かった挿絵」に着目することが教材研究に役立つことが判明した。また、教員向けに開発した

「教材研究のための挿絵分析シート」では表２のように分析項目を設定することができた。挿

絵表現による内容情報の取り出しと特徴の分析を分けたことが大きな特徴だと言える。 
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表２：「教材研究のための挿絵分析シート」に設定した分析項目 

１ 挿絵に題名をつけよう 

２ 見つけたものを書き出そう 色・形・大きさ・数… 

３ 見つけた人物を書き出そう 動き・表情・視線… 

４ 挿絵の視点の位置を探そう（水平・俯瞰） どこから（誰が）見ているのかな 

また本研究の二つ目の成果として、挿絵分析を取り入れた読解学習の指導について具体的方

策を示したことが挙げられる。従来の読解学習の指導では文章理解と同時並行的に扱われてき

た挿絵について、本研究では挿絵分析という活動によって独立して位置づけたことが大きな特

徴だと言える。以下が提案した「挿絵分析を取り入れた読解学習指導のステップ」である。 

表３：挿絵分析を取り入れた読解学習指導ステップ 

１ 中心発問を設定する。 

２ 補助発問などを行いながら、中心発問に対する自分の考えをもたせる。 

３ 全体で共有し、互いの意見の違いを自覚させる。 

４ 個人の挿絵分析を促す。 

５ 補助発問などを行いながら、全体で挿絵分析の共有を行う。 

６ 中心発問に対して個人で再考させる。 

７ 再考したことをもとに全体で話し合わせる。 

挿絵分析の活動を取り入れることで、直接的に叙述されている想像＜叙述依拠想像＞だけで

なく、直接的には叙述されていない想像＜叙述外想像＞を広げる。このように、豊かな読みに

つながる＜叙述外想像＞を支える要素の一つとして、挿絵を位置付けることができる。また、

国語科と美術科の教科横断的な学習開発の可能性も見出すことができた。 

（２）本研究の課題 

本研究の課題としては、叙述における山場と挿絵に切り取られている瞬間の関連性を十分に

検討することができなかった点が挙げられる。挿絵という一つの解釈を受容するばかりではな

く、叙述と挿絵の整合性を検討したり、批評したりすることも視野に実践を重ねていきたい。 

 

注 

1) 文部科学省（2018）『小学校学習指導要領（平成 29年告示）解説 国語編』東洋館出版

社,p.70 

2）同上 p.148 

3）手塚千晶（2018）「物語教材における挿絵の『表情』 －小学校物語教材の挿絵の効果に関

する一考察－」信州大学国語教育学会『信大国語教育』第 28巻,p.53 

4）桐生直代・東茂美（2018）「PISA型読解力から考える挿絵の活用法」『福岡女学院大学大学

院紀要 発達教育学』第 6号,p.23 

5）岡山万里・高橋敏之（2010）「大原美術館における「お話作り」による幼児のための絵画鑑

賞プログラム」『美術教育学』美術科教育学会誌,第 31巻,p.161 

6）東京書籍においては黒井健、光村図書出版においてはかすや昌宏が挿絵を担当している。 

7）光村図書出版（2020）『こくご 二下 赤とんぼ』p.62  

8）同上 p.63 
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中学校数学科の関数領域における活用力の育成に関する研究 

―現実世界における数学的結果の意味づけに焦点をあてて― 

 

教科領域指導力高度化コース 河野 亜希 

  

１．研究の目的 

近年の調査からこれからの変化の激しい社会を生き抜くためには，状況に応じて対応する力 

が必要となってくると考える。これらの力を数学の学習を通して身に付けるためには，身の回

りに起こる現実の事象を数学の事象と捉えて解決していく力を付けていくことが大切であると

考えた。これからの数学教育に求められている「現実と数学のつながり」を意識した指導のあ

り方について考えていくために，数学科の関数領域の学習において，数学的に得られた結果を

事象に即して解釈したり，解決の過程や結果を振り返って考察したりすることで，生徒自身が

数学と現実の事象のつながりを意識し，数学で学んだことを日常生活に結び付け考察すること

が可能になる数学の指導のあり方を明らかにしていきたい。そのために，「①関数領域におけ

る活用力を育成するには，生徒にどのような力を身に付けさせればよいか」「②生徒に現実と

数学のつながりを意識させるためにはどのような課題を設定すればよいか」「③生徒が現実の

事象を数学の事象として捉え，問題を解決するためには，どのような授業を展開すればよいか」

の３つの課題を設定し研究を進めていくことにした。 

 

２．活用力に関する先行研究レビュー 

学校教育法第三十条２に学力の三つの重要な要素「知識・技能」「思考力・判断力・表現力

等」「主体的に学習に取り組む態度」が示されている。これをもとに学習指導要領では，育成

を目指す資質・能力を三つの柱「知識及び技能」「思考力・判断力・表現力等」「学びに向か

う力，人間性等」に沿って明確化し，各学校段階を通じて，実社会との関りを意識した数学的

活動の充実等を図ることになっている。 

日常生活における事象や現象はそのままでは数学を使って解決することはできない。何らか

の手立てにより数学の手法を使える形として表す必要があり，これらは定式化と呼ばれてい

る。定式化し，数学の対象に変換し数学の手法で処理し，結果を元の事象や現象に照らして検

証する流れは数学的モデル化過程と呼ばれている。 

経験したことのない新しい問題に直面した場合に，自ら解決方法を創り出していく力が必要 

になる。置かれている状況や直面している問題に対応するために，その問題を過去に経験した

問題と照らし合わせ，類推して解決方法を見つけ出し，共通性をもつ既習の知識・技能を工夫

して活用し，創造的に問題解決を行う必要がある。事象と事象あるいは過去の知識と現在の知

識の共通性を認識させることで，既習事項を活用する力が高まる。 

学習者が，メタ認知，動機づけ，行動において，自分自身の学習過程に能動的に関与しなが

ら進められる学習である自己調整学習は，数学の学習において，生徒自身が数学的活動のサイ

クルを回しながら問題を解決していく姿である。 

 

３．関数領域における活用力 

先行研究から，活用力とは，既習の知識や技能を用いて新たな解決方法について考え，自ら

の学びを振り返って新たな学びにつなげることで，問題を解決するために学習過程の途中で生
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徒自身が目標と結果を比べて自己評価を行い，その結果をもとに学習課題に合った解決方法は

何かについて考える力と考え，本研究における関数領域における活用力を次のように定義した。 

(1) 日常生活における事象を既習の知識や方法を活用して考える力 

日常の事象から伴って変わる２つの変数に着目し，関数関係であることを見いだし，関数と

みなすことができるかどうかについて考えることができ，関数を利用して解決した問題を日常

の事象に意味づけたり活用したりすることができる力とする。  

(2) 新たな知識や方法を創造し活用する力 

授業において既習事項のつながりを意識し，問題を解くために必要な既習事項は何か，既習

事項をどのように活用して問題を解決することができるかを考え，その解決方法が適切である

かどうかを判断し新たな解決方法を創造し，解決に導くことができる力とする。 

 

４.活用力育成にむけた授業開発 

(1) 生徒の実態 

関数領域において，生徒の理解の程度や関数の有用性について生徒がどのように感じている
のかを調査するために，関数の学習に関するアンケートを実施した。アンケートの結果から，
多くの生徒は，関数の学習に対する意欲は高く，授業に対する理解度は低くはないものの，日
常生活や身の回りの事象と関連付けて関数の学習を考える生徒は少ないことがわかった。また，
表・式・グラフを利用して根拠を用いて説明することに対して肯定的に答える生徒は少ないこ
とがわかった。 
本年度 4 月に実施された全国学力・学習状況調査では，関数領域における全国の正答率が

43.6％に対し宮崎県は 39.9％となっている。授業対象者の実態を把握するために，この調査問
題の関数領域の部分を再度，実施した。この調査の結果の分析から，「表・式・グラフを与え
られた条件から適切に考察し問題を解決する力」，「与えられている条件の何を基に問題を解
決すればよいのかについて判断する力」がまだ十分に身に付いていないことがわかった。 
(2) 授業開発 

関数𝑦𝑦 = 𝑎𝑎𝑥𝑥2の利用の授業計画にあたり，日常的な事象を題材とした問題の取り扱いについ
て，5 社の教科書の比較分析を行った。どの教科書も一次関数と関数 𝑦𝑦 = 𝑎𝑎𝑥𝑥2を利用して課題
を解決する問題で身近な事象を 

扱っていた。それらを参考とし， 

生徒にとって身近に感じ，実際 

に体験したことのある事象を取 

り上げて問題としている「リレ 

ーのバトンパス」の題材を扱う 

ことにした。(図１) 

学習指導過程を組み立てるために，課題解決のための視点を取り入れた学習活動(表１)を考

えた。また，授業で本研究の目的を達成するための教師の取る手立ての７つ(表２)を設定した。

学習指導過程には，日常の事象と捉えることができる「リレーのバトンパス」の題材を用い，

既習事項の知識や技能を用いて問題解決を図ることができる内容とした。また，本時の問題を

解決するために既習事項との共通点や相違点に着目し，問題解決方法を考えるために多様な意

見にふれる機会として，グループ活動や全体で意見を共有する場を設けた。 

図１ 「リレーのバトンパス」を題材にした学習問題 
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５．開発した授業の検証 

(1) 検証授業の実際 

導入では，既習事項の確認のあと，体育大会でのリレーについて想起させ，「理想のバトン

パス」について確認した。既習事項を確認することで，課題を解決していくときに既習事項の

何を用いて考えればいいのか，既習事項との相違点が出てきたらどう解決していけばよいのか

ということを考える創造的問題解決を行うことが可能になった。  

 展開では，まず，学習問題を提示し，走ってくる Bさん，バトンをもらう Aさん 2人の事象 

がそれぞれ関数関係になることを捉えることにした。Aさん，Bさんの事象を関数関係と捉え 

ることで身近な事象が関数関係になることに気付くことができ，数学的モデル化を行った。 

次に，A さんの事象を表す表，B さんの事象を表す条件から，既習事項のどの関数関係にな

っているかを考えた。B さんは理科の既習事項を用いて関数関係と捉え，A さんは，初め関数

𝑦𝑦 = 𝑎𝑎𝑥𝑥2で途中から直線になっているということから既習事項と違う事象になっていることに
気付き，どうすれば問題を解決すればよいかを考える，自己調整学習につながった。 

Aさん，Bさんの事象を確認した後，別々の座標平面上に表していたものを１つの座標平面 

上に表した。問題から与えられた事象を座標平面上に表すだけでは問題を解決することができ

ないということに気づいた。グラフの交点に着目して，交点が表している事象について考える

ことで，学習指導要領で求められている数学的な見方・考え方を育成する活動となった。 

グラフの交点が表していることについて話し合った後，Aさん，Bさんのグラフがどの状態 

になれば理想のバトンパスができるかグループで考えた。グループで多様な意見にふれ，さ

らに，グループの考えを全体で共有することで問題を考える視点が広がり，さらに，その視

点で問題を捉え直すという自己調整学習を行う姿が見られた。 

最後に，Aさんと Bさんのグラフがどのように交われば理想のバトンパスになるのか，その 

ためにグラフをどのようにずらせばよいのかについてグループで考え，グラフのずらし方や交

点の位置について，他のグループの考えやグループ内での意見交換，実際に体育大会で行った

リレーのバトンパスの経験から考え答えを導くという創造的問題解決を行っていた。 

終末では，各グループで解決した解答を全体で共有し，本時の学習の振り返りを記述した。 

全体で意見を共有する際，どのように考え答えを導き出したかについて説明することでお互い

の考えを知る機会とした。また，解決したことを振り返ることで日常の事象を数学で解決し，

解決したことを日常の事象に意味づけ考えることができていた。 

(2) 検証授業の考察 

表２ 教師のとる手立て 

 

課題解決のための視点 学習指導過程に取り入れる学習活動 
全国学力・

学習状況調

査からみら

れる課題解

決の視点 

日常的な事象を数学的に解

釈する 
リレーのバトンパスにおける事象を関数関係

と捉えて解決を図る。 
問題解決の方法を数学的に

説明する活動を充実する 
グループ活動を取り入れ，班のなかで話し合

い，全体で意見を共有する。 
問題解決の方法に焦点を当

てる 
2 つのグラフをどのように捉えればよいか解
決のための視点を考える。 

表・式・グラフの中から用

いるものを明確にする 
与えられた事象や条件から課題を解決するた

めには何を用いればよいか考える。 
活用力を身

に付けるた

めの視点 

既習の知識や技能を使って

問題を解決する 
与えられた事象や条件にあてはまる関数は何

かを考える。 
日常生活の事象を既習事項

を用いて考える 
リレーのバトンパスにおける事象を数学の事

象と捉えて課題を解決する。 
既習事項と共通する内容に

着目する 
与えられた事象が比例や一次関数，関数𝑦𝑦 =
𝑎𝑎𝑥𝑥2で捉えることができることに気づく。 

既習事項と異なる内容に着

目する 
関数𝑦𝑦 = 𝑎𝑎𝑥𝑥2と一次関数が連続するグラフ，
グラフをずらす考え方を用いる。 

表１ 課題解決のための視点
を取り入れた学習活動  ① 生徒にとって身近に感じられ，さらに経験したことのある場面を題材にし 

た学習問題を設定。 
② 既習事項(比例・反比例・一次関数・関数𝑦𝑦 = 𝑎𝑎𝑥𝑥2)の確認を行う場を設定。 
③ 本時の学習問題と既習事項との違いに目を向ける学習指導過程を設定。 
④ 個別で学習問題に取り組む時間の設定。 
⑤ 協働的な学習の場の設定。  
→個別で取り組んだ後にグループ(4～5人)活動を行うことでお互いの考えを 
共有したり意見を交わしたりして全員で問題を解決する雰囲気を作る。 

→グループ活動の途中でお互いの考えやわからないところを共有する時間の
設定。 

→考えを共有することで生徒の理解が深まるように，各グループの意見を共
有し，比較検討する場の設定。 

⑥ 日常の事象を「数学を利用して解決することができる」ということを確認
する場の設定。 

⑦ 授業の感想を書かせることで数学を日常の事象で活用することができると
いうメタ認知を行う活動の設定。 
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検証授業から，身近な題材を扱うことで，生徒の学習に対する意欲を高めることができ，問 

題を解決するために既習事項を用いて考えようとする姿を引き出すことができた。また，身近

な事象を関数関係で表すことができることについて気づき，他教科と関連させながら考えるこ

とで既習事項の幅が広がった。多様な考えにふれるために，グループ間の意見を共有する機会

を設けたことで，身近な事象を関数関係とみなし，問題を解決することができていた。さら

に，授業で学んだことを振り返り，まとめることでメタ認知することができ，日常の事象を数

学的に解決し，解決したことを日常の事象に置き換えて考えようとする姿が見られた。生徒が

既習事項で解決できること，既習事項では異なると感じることができる学習課題を設定し，課

題を解決するために与えられた条件だけではなく工夫をしなければいけないことに生徒が気づ

くことができた。グループで話し合うことで，課題解決のためにお互いの意見を参考に考え，

解決が可能になることを生徒自身が体感することができていた。グループで意見を共有するこ

とで既習事項の視点を広げ，新たな解決方法について今までとは違った視点で考えることがで

きていた。既習事項との共通点や相違点に着目し，新たな方法を創造することで数学を積極的

に活用することの良さや意義についてメタ認知することができていた。 

 

６．研究の成果と課題 

学習問題を身近な事象を扱った内容にすることで，生徒自身が数学と現実の事象のつながり 

を意識することが可能になった。また，身近な事象を学習問題として扱うことで，得られた結

果を日常の事象に結び付け考察することが可能になることが明らかになった。さらに，課題解

決を図るために既習の事項を用いることが可能なものや，既習事項だけでは解決できないもの

を取り入れたり，解決のために多様な意見を知る機会を意図的に授業の中に取り入れたりする

ことで，新たな解決方法を創造することが可能であることも明らかになった。 

現実の事象を数学の事象と捉えた問題を解決するには，現実場面に基づく問題の教材化が必 

要である。しかし，容易ではなく難易度が上がるため，生徒が実際に課題を解決し，活用する

ことが可能であり，生徒が体感できるような問題設定を考えていかなければならない。また，

実際の数値を扱い，その数値を扱うことで生徒が身近な事象を数学で解決することをより実感

できるが，実際の数値を扱うためにそのデータを収集したり実験によって数値を得たりする必

要がある。年間の指導計画に沿ってどこまで実現可能かについて考えていく必要がある。 
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中学校外国語教育における自己調整学習を促進する支援の在り方 

 

 教科領域指導力高度化コース 山下 景子 

 

1．研究の目的 

平成 29年告示の中学校学習指導要領では、すべての教科で「知識及び技能」「思考力・判断

力・表現力等」「学びに向かう力、人間性等」の育成を目指すことになった。この改訂を踏まえ

て、学習評価も変わり、「知識・技能」「思考・判断・表現」「主体的に学習に取り組む態度」の

3つの観点別評価になったことが大きなポイントである。「学びに向かう力・人間性等」に関し

ては「主体的に学習に取り組む態度」と観点別学習状況の評価や評定にはなじまず、評価では

示しきれない部分を評価する「個人内評価」がある。「主体的に学習に取り組む態度」の評価は、

①粘り強い取組を行おうとする側面（実際の言語活動で表出された態度（思考・判断・表現と

一体的に評価）するもの）と②自らの学習を調整しようとする（言語活動への取組に関して見

通しを立てたり、振り返ったりして自らの学習を自覚的にとらえる）２つの側面で行われる。

しかし、実際の現場では、「ノートの提出状況」や「挙手の回数」などで見取ってきた教員も多

かったと思う。本研究の目的は、生徒が主体的に学習に取り組むためには、どのような手立

てをとることが効果的であるかを検討し、また、その手立てをとることで、生徒の自己調整

学習（自己調整力）がどのように変容するかを観察することである。また、現場に戻った際

に多くの英語科教員が利用できるワークシートを含めた授業づくりの構築を目的としている。 

 

2．先行研究（自己調整学習） 

Zimmerman & Schunk（2011 塚野・伊藤訳 2014）では、自己調整学習とは、「学習者たちが

自分たちの目標を達成するために、メタ認知、動機付け、行動において、自分自身の学習過程

に能動的に関与していること」（p.3）と定義している。自己調整学習では、①予見の段階「動

機付け」③遂行コントロール「学習方略」③自己省察「メタ認知」の 3段階で構成される循環

的なプロセスが考えられている。この 3つのサイクルを学習過程の中に組み込み、循環させて

いくことで、生徒の自己調整学習が実現されると考えられている。国立教育政策研究所（2020）

においても、「自己調整」を図ることができるようにするための指導として、①「学習の開始

時点」②「学習の途中段階」③「学習終了及び学期末」に振り返りの時間を入れることを提案

している。英語学習においては言語活動を中心としてそのサイクルを回していくことが必要だ。 

 

3．研究設問 

1.自己調整ワークシートの手立てを取ることによって、言語活動に対する情意面での変

化が見られるか。 

2.単元最後に行われる言語活動に対しての振り返りをどう行動に生かすことができるか。 

3.自己調整ワークシートを使って言語活動を行うことで、自己評価にどのような変化が

見られるか。 

4.自己調整ワークシートの有用性に対する認識はどのようなものか。 
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4.研究方法 

4.1 参加者 

 本研究の参加者は、宮崎県 A公立中学校の第 2学年 1クラスの生徒 37名である。 

4.2 自己調整ワークシートと質問紙調査の作成 

自己調整ワークシートは、増見（2022）を参考に作成した。増見のワークシートでは、1．学

びの経験（活動した時の気持ち）2．足りないところ 3．最後の活動に向けて必要だと思うと

ころで構成されている。本研究では、パフォーマンス後の気持ちやできなかった部分だけでな

く、今までの英語学習を振り返って、「できていること」にも着目してほしいと考え、「できた

こと」の項目を追加した。また、次時に向けての目標を立てるために、自分の取組を客観的に

振り返らせたいと考え、「したかったのにできなかったこと」「言いたかったのに言えなかった

こと」の項目も追加し自由記述できるようにした。また本研究では、ワークシートを使用した

自己調整を図る取組の方法と効果を確認するために単元最後に使う質問紙調査の作成も行った。 

4.3 分析方法 

 生徒が書いた自己調整ワークシートと質問紙調査の記述内容を分析し、生徒の感想がどのよ

うに変化していくのかを分析した。分析には、KH Corder3.Beta.03i（樋口，2020）を使用した。

また、授業の第 3時の 2回目の自己評価と第 7時の 3回目の自己評価に違いがあるかを確認す

るためにノンパラメトリック検定のウィルコクソンの符号付順位和検定を行った。 

4.4 倫理的配慮 

 生徒に趣意説明書と同意書を持ち帰ってもらい生徒と保護者に署名を依頼した。同意書の提

出は自由意志によるものとし、同意書への署名によって承諾を得られた生徒の回答のみを本研

究で使用した。 

 

5.検証授業の実施 

2022 年 10 月 24 日～11 月 4 日までの 14 日間、検証授業を行い、自己調整ワークシート

①、②、③と単元最後の質問紙調査を行った。使用した教科書は、NEW HORIZON English Course 

2（笠島他，2021）で、扱った単元は、Unit 6 “Research Your Topic” の 1 単元 8 時間

である。単元終末の言語活動は「京都駅から清水寺までの行き方について」リストの中から

自分が採用したい交通手段について話し合う活動とした。 

 
図 1 Unit6 全体の授業の流れ 

 

6.結果と考察 

6.1 1回目の活動後と 7回目の活動後の気持ちの変化と考察 

1 回目の活動後は「難しい」が 23 回出現したのに対し、3 回目の活動の後は、3 回に減っ

ている。3 回目の活動の後に「楽しい」が増えた理由としては、「言える」ようになってい
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ることを生徒自身が実感できたことが最大の理由になっているのではないかと考える。理

由に関する自由記述によると、支障なく自分の考えを言えるようになったり、比較級などの

文法が使えるようになったりと、言語活動に対する満足感・達成感が高くなっていると捉え

ることができた。 

表 1. 第 1時・1回目の活動後の気持ち  表 2. 第 7時・3回目の活動後の気持ち 

  

 

 

 

 

 

6.2 自覚的に学習を捉える言語活動の成果と課題についての考察 

今回 1 単元 8 時間の授業の中で、単元終末の言語活動を 3 回行っている（図 1）。第 1 時

の 1 回目から第 7 時の 3 回目の言語活動に向けて生徒が課題だと考えたことの 1 つは「単語」

についてである。「自分が伝えたいことが伝わらない」という課題を解決するために、分からな

い単語を調べるようになった。生徒の自由記述よると、意味や使い方を覚えたり、単語や文法

を調べたり、知っている単語を増やす努力をすることができたと推測できる。単語がわかるよ

うになったことで、友達に尋ねたり、会話したり、時間の管理、理由や自分の意見など、表現

できることが増えたと考えられる。そのことが、言語活動をする際の自信につながっているの

ではないかと考える。また、「単語」を調べるという行動が、学校だけでなく「家」での学習に

結びついていることもわかった。 

6.3 活動後の自己評価の分析と考察 

第 4 時から第 7 時の 4 件法による自己評価は有意に向上したことが確認された

(z=3.153、p＜.01)。自己調整ワークシートを使って課題を見つけ、自分が立てた目標

に対しての努力を行ったことで、生徒一人一人が達成感を感じることができている。 

6.4 自己調整ワークシートの有用性に対する認識 

 まずは、「①ワークシートを使用したことで、活動への取り組み方が変わりましたか。」

という項目に対して、質問紙に答えた 28 人全員が「変わった」を選択していた。理由につ

いての自由記述を分析してみると、「自分」という語の頻度が最も高いことが分かった。「自

分ができていないところが分かった」「自分が勉強しなければいけないところが分かった」

などの記述が見られることから、言語活動を自分ごととして捉え、実行し、「自分」のこと

を客観的に振り返ることが出来るようになっていることがわかる。「メタ認知」を働かせ、

自分の認知活動を客観的に振り返ることができている。活動と振り返りを繰り返していく

中で、自分ができるようになったこと、できていないことを「書くこと」で可視化され、具

体的な学習方略の選択につながったのではないかと考える。自己調整ワークシートを「4 

活用した」と回答している生徒と「3 少し活用した」と答えている生徒の合計は全体の 96％

である。自由記述の内容を確認すると、「学習に関すること」と「意識に関すること」が挙

げられていることがわかる。「学習に関すること」の部分では、学習を進めていく中で、学

習方略が変化したのではないかと考えることができた。活動の最初では、Oxford(1990)が述

べている直接ストラテジー（目標とする言語そのものに関わる言語活動ストラテジーで言語

気持ち（1 回目の活動の後） 頻度 

難しい 23 

楽しい 6 

嬉しい 1 

気持ち（3 回目の活動の後） 頻度 

楽しい 9 

嬉しい 3 

難しい 3 

悔しい 2 
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をどう処理していくのかという認知プロセス）が多く働いていたが、活動を重ねていくうち

に、間接ストラテジー（言語そのものではなく、学習自体をどう管理していくかに関わるスト

ラテジー）へと学習方略を変化させていると考えることができる。「意識に関すること」の

部分では、Zimmerman & Schunk（2011 塚野・伊藤訳 2014）が述べている「自己調整学習」

を実現するために自分が今どのようなことを考えているか「メタ認知」・「自己モニタリン

グ」を行っている。また、集中しようとするという部分には「注意の焦点化」が働き、「何

をしたらいいのか明確にわかる」部分では、自己教示が働いたと考えることができる。ワー

クシートを今後活用できるかについて「4 そう思う」「3 少しそう思う」と全体の 92％の生

徒が肯定的に考えている。自由記述を分析してみると、①友達と課題を解決するため②目標

を自分で見つける③テスト勉強の時に活用できる④課題を解決するために頑張った⑤学ん

だことをしっかり復習する癖をつけることで、会社などでも仕事に生かせるなど、英語科の

授業だけでなく、学習活動全般においてこの学習の仕方が活用できると考えていることが

わかった。 

 

7．おわりに 

 結果として、学習過程の中に自己調整学習ワークシートを取り入れることで、単元最終の

言語活動に対して、生徒自身が目標の立案をし、目標を達成するために具体的に努力を重ね

ることができるということがわかった。また、ワークシートをうまく活用することで、成果

と課題を上手に整理できるようになることもわかった。教師の細やかな手立てが、生徒の自

己調整能力を育んでいくことができる大きな手段になることにも気づくことができた。今

回の研究において、「自己調整ワークシート」の有益さに気づくことができた。今後は、使

用時期や使用方法について考え実践することを課題とし、更なる授業改善を積み重ねてい

きたいと考える。 
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令和４年度 課題研究指導体制 

 

科目名 学生 指導教員 

教
職
総
合
研
究
Ⅰ 

安田 和人 立元 真 

安治川 洋平 竹内 元 

雨﨑 雄 竹内 元 

梶田 祥子 椋木 香子 

河野 亜希 木根 主税 

山下 景子 興津 紀子 

教
職
総
合
研
究
Ⅱ 

田上 海流 吉村 功太郎 

松本 宇宙 立元 真 

武田 眞昂 椋木 香子 

永野 貴博 竹内 元 

加治屋 智弥 中山 迅 

能勢 優子 永吉 寛行 
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年次報告
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令和４年度教育学研究科教務委員会年次報告 

 

宮崎大学大学院教育学研究科の円滑な運営を図るため、宮崎大学大学院教育学研究科教

務委員会を置き、教務に関する事項について企画・審議している。年間約24 回（平均月

２回）の開催を計画し、２月末現在で19回委員会を開催した（資料１）。なお、新型コロ

ナウィルス感染症対策のため、会議は、広い会議室等での開催を設定し、開催時間もでき

る限り短時間になるように努めた。主な議題は、入試関連、教育実習関連、教育課程関連

であり、各種専門委員会からの提案についても随時審議した。 

本年度は令和４年度教職大学院認証評価受審に向けて各種規程等を再点検し、必要に応

じて改定を施したり、自己点検・評価に必要な資料・データ収集を行ったりした。このよ

うな組織的運営の基盤の点検・改善をふまえながら、改組後初の受審となる教職大学院認

証評価に向けて自己評価書の作成に取り組んだ（資料２）。なお、自己評価書の作成及び

訪問調査の受審にあたってはＷＧを設置し、組織的に取り組んだ。このような事前の準

備・体制の下、受審した結果、教職大学院評価基準に適合しているとの認定を受けるに至

った。また、実施母体を研究科に移行し、事業内容の見直しを行った「フォローアップ事

業」については、新たな体制で計画的に実施した。 

 

根拠資料 

資料１：令和４年度研究科教務委員会議事要旨 

資料２：令和４年度教職大学院認証評価自己評価書 
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令和 4年度教育学研究科 FD専門委員会年次報告 

 

 令和 4年度は， 3回の FD研修会を実施した。 

 

1.  令和 4年度第 1回教育学研究科 FD研修会 

令和 4年 6月 8日(水)に，41名が参加して，Zoomミーティングで実施した。この研修

会は全学に公開され，参加者の内訳は，教育学研究科 33名，工学部 2名，農学部 2名，

地域創生学部 3名，教育・学生支援センター1名であった。 

 この研修会ではルーブリック評価を中心に取り上げた。まず，湯田 FD専門委員会・副

委員長が，授業の目的と到達目標の確認，評価観点の設定，評価観点中項目の設定，評価

尺度の設定，暫定的ルーブリック票を作成，評価対象となる学生への課題一覧の提示，マ

トリックスに課題を明示，作成過程の諸形態について説明した。そして，ルーブリック評

価の実例として，「学校経営の実践と課題」「学級経営の実践と課題」の授業を挙げ，評

価の実践例を説明した。これに対して，以下のような質疑・応答があった。 

・ルーブリック評価を行う際は，アクティブラーニングがセットになるのか，学部の授

業では講義形式のものもあるが，どうすれば良いかとの質問に対し，教職大学院はア

クティブラーニング中心であるが，講義中心の時にもルーブリック表を活用するこ

と，また，レポート等で概念が理解できているかを把握するような評価でもよい，最

後のテストの部分を論述形式にするとよいなどの意見が出た。 

・ルーブリックに関しては，中学校，高校では生徒もルーブリックづくりに参加する事

例もあるが，大学の現状ではどうなっているかとの問いに対し，受講者数が多数であ

ると困難であるが，10人前後であれば可能であること，また，学生側のルーブリック

に関しての認識と教員側の認識にずれが出る可能性があることも意見として挙がっ

た。また，評価活動そのものを学習するメリットはあるとの意見も出た。 

 次に，教科領域授業力高度化コースのルーブリック指標の作成と改善について，吉村教

員と菅教員から説明があり，以下のような質疑・応答があった。 

・他の共通科目の授業でもルーブリック指標を使うのか，メンターとメンティの組み合

わせが変わったときにも対応できるのか等の質問があり，どの範囲まで広げていくか

は議論した方が良い，教科を越えて全体で使えるものであるとよい，前期，後期を通

して使える同じルーブリック指標であれば，どこが伸びたのかが明確になる等，多数

の意見が出た。それに対し，2年間を通してルーブリック指標で評価すると，1年目

の前期は成績が低く出てしまう可能性もあるので，前期，後期ごとのゴールを設定す

る必要があるとの意見も出された。 
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2.  令和 4年度第 2回教育学研究科 FD研修会 

 令和 4年 10月 12日（水）に，教員 29名が参加して，Zoomミーティングで実施した。

令和 4年度前期の 8つの共通領域科目の受講学生による授業アンケートの集計結果をあら

かじめ Web Classによって共有した上で，それぞれの授業担当者から報告があり，改善に

ついて全員で協議した。次に，教科の授業力に関するルーブリック自己評価結果(菅教

員)，学校・学級経営ルーブリック評価の進捗状況の報告(湯田教員)があった。 

 

3. 令和 4年度第 3回教育学研究科 FD研修会 

令和 5年 2月 22日（水）に，教員 24名が参加して，Zoomミーティングで実施した。令

和 4年度後期の 7つの科目の受講学生による授業アンケートの集計結果をあらかじめ Web 

Classによって共有した上で，それぞれの授業担当者から報告があり，改善について全員

で協議した。今年度から教職大学院の院生全員が履修する特別支援教育に関する科目の実

施が円滑に行われたことや，その効果などについて担当教員全員が共有できたことが特徴

であった。次に，「学校経営の実践と課題」におけるルーブリック評価の進捗状況につい

て湯田教員から報告があり，科目によって向き不向きがあることを踏まえで実施すること

などについて意見交換があった。 

 

参考資料 

資料 1： 令和 4年度 第 1回教育学研究科 FD研修会・記録 

資料 2： 令和 4年度 第 2回教育学研究科 FD研修会・記録 

資料 3： 令和 4年度 第 3回教育学研究科 FD研修会・記録 
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令和４年度附属学校教育実習専門委員会年次報告 

 

令和４年４月 15日に，大学院生に対し，基礎能力発展実習・メンターシップ実習の概

要およびスケジュールについての説明会を行った（資料１）。特に今年度のメンターシッ

プ実習では，中学校での実習に際し，同一教科のストレート院生がいない場合の学部生を

対象とするメンタリングを廃止したこと，その代わりに異教科のストレート院生に対する

メンタリング実習を行うことについて詳細な説明を行った。 

令和４年６月７日に附属小学校において附属学校教育実習連絡会議が開催され，令和４

年度基礎能力発展実習・メンターシップ実習の実施計画について大学院と附属学校との間

で意見交換が行われた（資料２）。 

令和４年度基礎能力発展実習・メンターシップ実習の主な日程は次の通りである。 

令和４年６月 24日 基礎能力発展実習・メンターシップ実習オリエンテーション 

令和４年７月４日 

   ～８月５日

（４日間） 

宮崎県教育研修センターにおけるメンターシップ実習 

令和４年７月 27日 附属学校における事前指導 

令和４年８月 19日 附属学校における直前指導 

令和４年８月 29日 

   ～９月 16日 

附属学校における基礎能力発展実習・メンターシップ実習 

 メンターシップ実習に参加する院生１名が新型コロナウイルスに罹患し，出勤停止を余

儀なくされる事態が発生した。文部科学省からの事務連絡「令和４年度における教職大学

院の実習の実施方法の弾力化及び留意事項について」（資料３）に基づき，遠隔での教育

実習参加および大学における補講を含む措置により単位認定を行った。 

令和４年 11月 11日に，第 1回附属学校教育実習専門委員会を開催し，令和４年度基礎

能力発展実習・メンターシップ実習の成績評価を行うとともに，課題と改善案について協

議した。特に異教科のストレート院生を対象とするメンターシップ実習については，大学

院生と一部の大学教員から学部生を対象とするメンタリングの復活の希望があった。これ

については，「将来の主幹教員等の準備として異教科指導経験は必要」「教育学部教育実習

委員会からも大学院内での教育実習完結を要望」などの理由から次年度以降も継続するこ

ととした（資料５）。 

 令和４年２月８日に，令和４年度附属学校教育実習専門委員会拡大会議を開催し，令和

４年度教育実習の総括と令和５年度の改善事項について協議を行った（資料７）。今年度

は，附属学校側からの出席者の負担軽減のため学部の教育実習運営委員会と同日開催とし

た。異教科のストレート院生を対象とするメンターシップ実習の継続を確認するととも

に，現職教員院生の指導の充実のため，「メンターの提案授業（メンター自身が実施する
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授業）の機会を複数回にすること」「配属学年・学級を越えて自身の得意教科の授業参観

と事後検への出席の許可」などの要望を附属学校に伝えた。 

 

参考資料 

資料１：基礎能力発展実習・メンターシップ実習オリエンテーション資料 

資料２：令和４年度教育学研究科・附属学校教育実習連絡会議議事録 

資料３：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課事務連絡「令和４年度における教職大

学院の実習の実施方法の弾力化及び留意事項について」 

資料４：令和４年度第１回附属学校教育実習専門委員会議事録 

資料５：令和４年度度附属学校教育実習専門委員会拡大会議議事録 
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令和４年度教職大学院連携協力校等教育実習専門委員会 

年次報告 

 

連携協力校等教育実習専門委員会は、令和４年度は教職実践高度化コースならびに教科

領域指導力高度化コースの連携協力校での教育実習とインターンシップ実習を担当した。

これまでの積み重ねに基づく新型コロナウイルス感染症対策を、実習校や教育委員会など

の関係機関との連絡・協議などもふまえながら行った結果、ほぼ通常通りの形で教育実習

を実施することができた。 

学校教育実践研究実習（春実習）は５月 16日から６月 24日の間の３週間で実施され

（実習校によって実施時期が異なる）、教育実践開発研究実習（秋実習）は 10月 17日か

ら 11月 25日の間の４週間で実施された（実習校によって実施時期が異なる）。なお、イ

ンターンシップ実習は希望者が選択で実施するものであるが、結果的には１名の実施に留

まった。 

本部会の業務は連携協力校における教育実習の運営全般であり、その業務の推移を詳細

に述べることは紙幅的に困難であるが、本部会が行った会議や協議、説明会などは以下の

通りである。 

日 程 会議、説明会、およびその主な内容 

令和４年 

４月４日 

４月４日～

７日 

４月５日 

４月 18日 

４月 21日 

 

 

 

 

７月 28日～ 

 

８月９月～

17日 

10月 21日

～24日 

 

第１回会議（対面）－年度スケジュールと業務分担について 

第２回会議（メール審議）－実習割り振りの件 

 

連携協力校教育実習説明会－大学院学生・教員向け 

連携協力校における教育実習に係る説明会 

連携協力校における教育実習に係る説明会 

 ＊上記の説明会は、例年同じ内容を２回開催し、実習校の都合の良い

方に出席していただく方式で運用している。なお、実習に関わって

いただく複数の先生の出席の機会を増やす意図をもって、対面では

なくオンライン形式で実施した。 

第３回会議（対面）－学校教育実践研究実習（春実習）の成績評価につ

いて他 

第４回会議（メール審議）－次年度の実習校配置の件 

 

第５回会議（メール審議）－連携協力校実習連絡会議の件 
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12 月９日 

 

令和５年 

１月 18 日 

 

３月 9 日 

 

年間を通じ

て随時 

令和４年度宮崎大学大学院教育学研究科連携協力校等教育実習連絡会議

（対面開催） 

 

第６回会議（対面）-教育実践開発研究実習（秋実習）ならびにインター

ンシップ実習Ⅱの成績について 他 

第７回会議－令和４年度の実習の振り返り、令和５年度の実習について 

 

上記記載以外のメール協議・打ち合わせ（連携協力校との連絡報告や新

型コロナウイルス感染症対策等について） 

 

参考資料 

資料１：｢実習の手引き｣(連携協力校関係) 

資料２：教育実習に関する説明書類(学生向け)ならびに提出書類様式(一式) 

資料３：連携協力校教育実習説明会運営要項､説明資料 

資料４：第１回会議通知、資料、議事録 

資料５：第２回会議(メール会議)通知､議事録 

資料６：第３回会議通知、議事録 

資料７：第４回会議(メール会議)通知、議事録、Ｒ４ 教育実習配置案 

資料８：第５回会議(メール会議)通知、議事録、連携協力校説明会運営要項 

資料９：連携協力校等教育実習連絡会議運営要項、説明資料 

資料１０：第６回会議通知、資料､議事録 

資料１１：第７回会議通知､議事録、令和５年度連携協力校における教育実習について 
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令和４年度特別支援教育実習専門委員会年次報告 

 

令和４年度の特別支援教育コースの教育実習は，学部新卒学生２名の特別支援基礎能力

発展実習と現職教員学生１名のコーディネーター実習であった。４月 18日開催の「連携協

力校等教育実習説明会」では，各実習の目的と内容について説明し，具体的な実習内容及び

進め方について協議した（資料１）。 

教育実習対象学生はそれぞれの教育実習に取り組み，その成績評価は，研究授業の事後指

導や実習後に提出された実習レポート等をふまえた大学での評価と教育実習校での評価を

総合して行い，特別支援教育実習専門委員会において審議，承認された（資料２，資料３）。 

教育実習終了後に開催された「連携協力校等教育実習連絡会議」（12 月９日開催）では，

実習校長や実習担当の指導教諭と今年度の振り返りと今後改善すべき点の確認を行った

（資料４）。 

  

根拠資料 

資料１：令和４年度宮崎大学大学院教育学研究科連携協力校等教育実習説明会特別支援教

育実習専門委員会説明資料（4月 18日） 

資料２：令和４年度第１回宮崎大学大学院教育学研究科特別支援教育実習専門委員会議事

要旨 

資料３：令和４年度第２回宮崎大学大学院教育学研究科特別支援教育実習専門委員会議事

要旨 

資料４：令和４年度宮崎大学大学院教育学研究科連携協力校等教育実習連絡会議特別支援

教育実習専門委員会議事録 
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令和４年度学習達成度評価専門委員会年次報告 

 

教職大学院の修了認定に関わる「教職総合研究Ⅰ」「教職総合研究Ⅱ」の進め方、評価

について会議を開催し、以下のように決めて運営した。 

①第１回会議（令和４年４月４日）  

令和４年度の事業全体の日程及び進め方を確認した。また子ども理解の評価担当者とし

て特別支援教育コース担当教員の配置を決めた（資料１）。 

②教職総合研究Ⅰ・Ⅱ に係る説明会（令和４年４月８日）を実施した（資料２）。 

③第３回会議（令和４年９月 26日） 

課題研究発表会をオンラインで実施することを決めた。また、達成度評価指標について

検討し、現職管理職学生用及び特別支援教育の内容を含めた子ども理解領域の指標を作成

した（資料３）。 

④第４回会議（令和４年 11月 22日） 

 県内の全教職員に課題研究発表会の案内をするために、県教育庁義務教育課と打ち合わ

せを進めることにした（資料４）。 

⑤課題研究発表会の説明会（令和４年 12月 16日）を実施した（資料５）。 

⑤ポートフォリオ及び課題研究リポートを受領し、担当教員の評価結果をまとめ、評価会

議に提出する評価案を作成した（２月１日）。 

⑥課題研究発表会及び学習達成度評価会議（令和５年２月４日）を開催した。発表会で

は、本委員会委員がホストになり発表をサポートした（資料６）。評価会議に関しては、

ポートフォリオなど会議資料を整備し、会議の進行をリードした。 

＊なお３月に第５回の会議を開催し、令和４年度の反省に基づいて、ポートフォリオ作成

方法の見直し、令和５年度の日程、実施方法を検討することにしている。 

 

参考資料 

資料１：R4_第 1回_学習達成度評価専門委員会議事要約 

資料２：2022教職総合研究説明会資料 

資料３：R4_第３回_学習達成度評価専門委員会議事要約  

資料４：R4_第４回_学習達成度評価専門委員会議事要約 

資料５：06 R4発表会説明会レジュメ  

資料６：01 R４課題研究発表会・実施要項【オンライン】  
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令和４年度教職大学院入試専門委員会年次報告 

 

4月 27日(水)[メール会議・合同会議] 第１回コース委員会及び第１回入試専門委員会 

筆記試験免除の案内について検討した。 

5月 16日(月)[メール会議] 第 2回入試専門委員会 令和 5年度入試の入試日程の前倒

し変更を承認した。 

6月 7日(火) [研究科長，統括長，入試専門委員長打ち合わせ] アドミッションポリシ

ーの修正を反映させる手続きについて検討した。 

7月 14日(木) [研究科長，統括長，入試専門委員長打ち合わせ] 大学院入試問題作成

の手引き改訂作業，入試問題点検の作業手続きと方針についての確認を行った。 

8月 3日(水) [対面] 第 3回入試専門委員会 令和４年 9月 24日(土)に行われた第 1次

入試に向けて，募集要項，実施計画書を作成し，選考要領の確認，口述試験マニュアルの

確認を行った。9月 5日(月)は，委員会成立できず， 1次募集の入試体制審議は直接に研

究科教務員会で審議された。 

9月 14日(水)[メール会議] 大学成績評価の目安，web出願システム導入を検討した。 

11月 2日(水) [対面] 第 4回入試専門委員会 令和４年 12月 17日(土)の第 2次入試に

向けて，実施計画書を作成し，選考要領の確認，口述試験マニュアルの確認を行った。 

本年度は第 1次・第 2次入試(応募者なしのため中止)までで募集定員を満たすことがで

きたため，第 3次以降の入試は行わなかった。 

1月 11日(水) [対面] 第 5回入試専門委員会，1月 23日(月) [メール会議]，2月 22

日(水) [メール会議] 第 7回入試専門委員会 入試募集要項案，教職実践高度化コース

の志望分野の扱いについて。令和６年度の 1次入試，2次入試のための入試日程を最終調

整中。今後，研究科教務委員会，研究科委員会を経て日程が確定される。 

 入試に関する決めごとについて，本委員会の審議後，研究教務委員会での審議の過程

で，入試課等からの修正が入るなど，手続き上の難点がある。原案の作成を早めに行う必

要がある。また，1次入試の際の作業日程に無理があったため，次年度の日程は慎重に策

定すべきである。 

 

参考資料 

資料 1：令和５年度 宮崎大学大学院 教育学研究科 学生募集要項 

資料 2：令和５年度 第 1次入試実施計画書 

資料 3：令和５年度 第 1次入試選考要領 

資料 4：令和５年度 第 2次入試実施計画書 

資料 5：令和５年度 第 2次入試選考要領 
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令和４年度教育学研究科学生支援専門委員会年次報告 

 

 学生支援専門委員会では、主に学生生活に関することと教職就職対策に関することの支

援を行なっている（資料１）。具体的には、教員採用試験に関する情報交換会の企画・実施、

教員採用試験対策の企画・実施、学生相談窓口の設置、現職院生と研究者教員との意見交流

会の実施、奨学金対象者の推薦、特別選考試験のための学内推薦選考の実施、院生自習室の

整備などである。 

 教員採用試験に関する情報交換会は、昨年度と同様、５回実施したが、その目的に院生同

士の交流を含めて実施した。その理由として、近年、教員採用試験に合格して入学する院生

が多く、教員採用試験対策が必要な院生の数が減少していることと、新型コロナウイルス感

染拡大防止のため、院生同士の交流の機会が減少していることが挙げられる。特に、現職院

生とストレート院生が交流する場が設定できない状況が続いているため、情報交換会での

交流が院生同士のつながりを作る貴重な機会となっている。 

 その他の教員採用試験対策として、例年通り、7月下旬と 8月に、個人面接・模擬授業の

個別指導を実施した（資料４）。今年度から受験方法が変更になったため、さまざまな情報

を集めて指導にあたった。今年度の教員採用試験に不合格となった院生に対しては、実務家

教員からの個別指導を実施するとともに、宮崎県公立学校教員採用試験選考試験における

「宮崎大学教職大学院修了予定者を対象とした特別選考試験」に基づく大学院の推薦を受

けられるよう指導を行なっている。また、今年度は、この「宮崎大学教職大学院修了予定者

を対象とした特別選考試験」の内規・実施要項の修正・改善の提案を行なった。 

 現職院生への支援として、現職院生と研究者教員との意見交流会を６月３日に実施した。

研究科長、専門職学位課程統括長、学生支援専門委員会所属の研究者教員の他、数名の研究

者教員が参加し、通常の授業で関わりのない研究者教員との意見交流などを行った。今年度

は昨年度の状況を踏まえ、１ヶ月早く実施した。その結果、現職教員から大学院生活・学習

についての個別相談が数件あり、早めに相談できる関係性を構築しておく効果があったと

考えている。 

 学生相談についても関係教員と連携して対応したが、多様なニーズや不安があるため、情

報交換会などを活用して、安心して大学院生活や大学院での学習に取り組めるようにする

とともに、他の専門委員会との連携も図っていく必要があると考えている。 

 
参考資料 

資料１：宮崎大学大学院教育学研究科学生支援専門委員会細則 
資料２：情報交換会資料（第 1回、第２回、第３回、スタートアップ講座、第４回）。 
資料３：令和４年度「情報交換会」の実績報告 
資料４：教員採用試験第１・２期対策指導実績 
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令和４年度教育学研究科コース委員会年次報告 

 

宮崎大学大学院教育学研究科教職実践開発専攻の各コースの円滑な運営を促進するため、

宮崎大学大学院教育学研究科コース委員会を置き、企画・運営等に関する事項について審議

している。年間数回の開催を計画しているが、現在（２月28 日）までに２回の会議を開催

している。 

主な議題は、以下の通り（議事録より抜粋）である。 

第１ 回（８月19日） 

議題 

１．筆記試験免除判定 

筆記試験免除に関する申合せに基づき、筆記試験免除申請について審査を行った。申請者

から提出された資料を基に行った判定結果を、次回研究科教務委員会に提案することとな

った。 

２．共通問題・教育に関する小論文作問 

共通問題と「教育に関する小論文（社会人経験者）」の問題について検討を行った。 

 

第２回（９月５日） 

議題： 

１．現職教員等の筆記試験代替措置判定 

代替措置に関する申合せに基づき、申請について審査を行った。コース委員会としては全

ての申請について必修・コース別科目ともに可と判定した。この判定結果を、次回研究科教

務委員会に提案することとなった。 

２．「学校における実習」の免除措置判定 

免除措置に関する内規に基づき、申請について審査を行った。コース委員会としては全て

の申請について「基礎能力発展実習」、「学校教育実践研究実習」ともに可と判定した。 
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令和４年度教育学研究科教育質保証・向上委員会年次報告 

 

宮崎大学大学院教育学研究科における教育の内部質保証に関する方針・責任体制を明確

にし、教育の質保証を継続的に行い、教育内容・方法を発展させ質向上を促進するため、宮

崎大学大学院教育学研究科教育質保証・向上委員会を置き、教育の内部質保証に関する事項

について審議している。主な議題は、以下の通り（議事録より抜粋）である。 

 

第１回（4月11日～４月18日メール会議） 

議題１ 研究科教育質保証・向上委員会規程の改正について 

議題２ 教育課程連携協議会規程の改正について 

 教職大学院認証評価受審に向けて規定等の改正を検討した。 

 

第２回（7月27日～７月28日メール会議） 

議題１ 修了生３年後アンケートについて 

修了生３年後アンケートの内容について、現行の DPや修了時アンケートとの整合性をも

たせること、また、本アンケートの実施は教育質保証向上・委員会が所掌することを検討し

た。 

 

第３回（2月14日） 

報告 令和 4年度フォローアップ事業の報告と今後の課題の共有 

協議題 認証評価結果をふまえた今後の改善点の確認 

 フォローアップ事業の報告内容及び認証評価の結果をふまえて今後の改善点の確認をし、

「教職総合研究」で課しているポートフォリオ作成に伴う負担軽減や成績評価の配点につ

いて改善を図っていくことを確認した。 
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令和４年度広報委員会（教職大学院）年次報告 

 

 本学の組織としては、広報委員会は教育学部・教育学研究科それぞれにあるものではなく、

学部・大学院併せての委員会であるが、ここでは教職大学院（教育学研究科）の広報活動に絞

って報告する。 

 大学院入学の相談については原則として、教務・学生支援係を窓口として随時相談や助言を

受け付けている。授業内容や具体的な研究相談等については、内容によって教務・学生支援係

からその担当教員のところに相談情報が寄せられ、その後教員と希望者が直接もしくはオンラ

インで相談に応じている。この体制の周知を、下記に示す説明会・相談会等で行ってきた。結

果的には、遠隔地居住者からの相談が３件あってオンライン対応した他、概略を窓口や電話等

で対応した後に、相談会への参加を勧めることで、詳細な説明を受けるように促すことができ

た。 

 以下、本年度実施した入学・進学相談会等の概要である。 

 

○６月 29日（水）12:00～13:15（第一会議室）12名 

 （内訳） 

 現職教員１名、教育学部３年生５名、教育学部４年生２名、農学部４年生１名、工学部４年

生２名、他大学１名 

○７月２日（土）13:00～15:00（まちなかキャンパス）５名 

 （内訳） 

 現職教員３名、他大学２名 

○オンライン相談会（７月２日に来場できなかった希望者を対象に実施）３名 

 （内訳） 

 現職教員２名、他大学１名 

○８月 11日（木・祝）13:00～15:00（大学院講義室）６名 

 （内訳） 

 現職教員１名、教育学部４年生２名、工学部４年生１名、他大学２名 

○12月８日（木）12:00～13:15（第一会議室）15名 

 （内訳） 

 教育学部３年生 13名、教育学部２年生２名 

○２月 16日（木）、17日（金）、20日（月）事前申込制によるオンライン制 ０名 

 

今年度は、他大学への働きかけに力を注ぐとともに、大学ホームページでも紹介用動画を公

開するなどの取組を行ったが、次年度については、より具体的な学修の様子や研究内容等をホ

ームページ等を通じて周知していくことを課題としている。 
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令和４年度教職大学院年報刊行委員会年次報告 

 

令和４年２月 28日までに，教職大学院年報第２号に対して研究論文５本・実践報告４

本の投稿があった。教職大学院年報刊行規程（資料１）に基づき，投稿された研究論文・

実践報告について研究者専任教員各２名に対して点検を依頼した。点検結果に基づき令和

４年４月７日研究科教務委委員会に研究論文５本・実践報告４本の年報掲載を提案し，了

承された（資料２）。 

令和４年６月 30日，研究論文５本・実践報告４本のほか，課題研究リポート報告 24

報，研究科年次報告 12報を含む教職大学院年報第２号が刊行された（資料３）。 

令和４年 12月 16日に開催された課題研究発表会の中で，修了予定大学院生に対し，教

職大学院年報第３号原稿募集を通知した。その中で，特に文献引用の書式について詳細な

説明を行った。令和５年２月１日より，Webclass上で教職大学院年報第３号の原稿募集を

開始した（資料４）。 

 
参考資料 

資料１：教職大学院年報刊行規程 

資料２：令和４年度第１回研究科教務委委員会議事録 

資料３：教職大学院年報第２号 

資料４：Webclass【2023年 2月 1日掲載】教職大学院年報投稿窓口 
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○宮崎大学大学院教育学研究科年報刊行規程 

 

 

 

 

  改正 令和４年２月２日   

 
（趣旨） 

第１条 この規程は、宮崎大学大学院教育学研究科年報「教職大学院年報」（以下「年報」
という。）の投稿及び編集・刊行に関して、必要な事項を定めるものとする。 

 
（収録内容） 
第２条 年報は、教職実践の高度化に関する研究論文、実践報告、課題研究リポート報告及
び研究科年次報告で構成する。      

 
（投稿資格） 
第３条 研究論文及び実践報告の投稿資格は、次の各号のいずれかに該当する者とする。               
 (1) 宮崎大学大学院教育学研究科（以下「研究科」という。）院生  
 (2) 研究科若しくは宮崎大学教育学部の専任教員又は宮崎大学教育学部附属学校園教員 
 (3) 研究科教職実践開発専攻修了生（ただし、研究科専任教員との共著による研究論文の

みとする。） 
 (4) その他宮崎大学大学院教育学研究科年報刊行委員会が認めた者 
 
（委員会） 
第４条 年報の編集・刊行等に関わる運営業務を行うため宮崎大学大学院教育学研究科年
報刊行委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
２ 委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。 
(1) 教職実践高度化コース研究者教員 １人 
(2) 教科領域指導力高度化コース研究者教員 １人 
(3) 特別支援教育コース担当研究者教員 １人 
(4) 実務家教員 １人 
(5) その他委員会が必要と認めた者 
３ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員に欠員が生じたときの後任者
の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 
 
（委員長及び副委員長） 
第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員長は前条第１号から第３号までの委員
の中から教育学研究科専門職学位課程統括長が指名し、副委員長は委員長が指名する。 
２ 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。 
３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときはその職務を代行する。 
 
（刊行） 
第６条 委員会は、年１回年報を刊行する。 
２ 委員会は、必要に応じ研究科委員会の議を経て、特別号を刊行することができる。 
 
（研究論文及び実践報告の投稿編数及び執筆ページ数） 
第７条 投稿は、１人につき、各号、単著・共著合わせて３編までとする。ただし、単著の
みの場合は２編までとする。 

２ 執筆可能ページ数は、１号につき、刷り上がり 10ページまでとする。共著の場合、ペ
ージ数の換算方法は執筆者による均等割とする。 

         
（研究論文及び実践報告の書式等） 

令和３年２月３日 

制 定 
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第８条 原稿の書式等は、委員会が別に定める「宮崎大学大学院教育学研究科年報「教職大
学院年報」執筆要領」によるものとする。 

 
（研究論文及び実践報告の原稿の提出） 
第９条 投稿の申込みに当たっては、次により取り扱うものとする。 
 (1) 投稿の申込みは、宮崎大学大学院教育学研究科年報「教職大学院年報」投稿申込書に

原稿を添えて、毎年２月末までに委員会に提出するものとする。ただし、２月末が休日
に当たるときは、その直前の平日までに委員会に提出するものとする。 

 (2) 原稿の締切りは、期日を厳守すること。締切り後は受理しない。なお、一旦受理した
原稿は校正まで返却しない。 

 
（研究論文及び実践報告の原稿採否の決定）  
第１０条 研究論文の採否については、委員会が指名する研究科専任教員２人による意見
をもとに委員会が原案を作成し、研究科委員会の議を経て、決定する。 

２ 実践報告の採否については、委員会が決定する。 
 
（研究論文及び実践報告の校正） 

第１１条 校正は、執筆者が行う。その際、内容の変更は認めない。校正は、２回をもって
校了とする。 

 
（課題研究リポート報告及び研究科年次報告の提出） 

第１２条 課題研究リポート報告及び研究科年次報告の提出に当たっては、次により取り
扱うものとする。なお、提出期限は、毎年２月末とし、２月末が休日に当たるときは、そ
の直前の平日とする。 

 (1) 課題研究リポート報告については、教育学研究科学習達成度評価専門委員会が取り
まとめを行い、委員会に提出するものとする。 

 (2) 研究科年次報告については、教育学研究科の各委員会がそれぞれ年次の報告を作成
し、委員会に提出するものとする。 

 
（刊行費） 
第１３条 刊行費は、研究科共通経費とする。 
 
（著作権の帰属等） 
第１４条 年報に掲載された投稿物の著作権は、研究科に帰属する。ただし、著者が掲載論
文を教育的な目的のために利用する限りにおいては研究科の許可を必要としないものと
する。 

２ 研究科は、学術研究の成果並びに活動状況を発表し、広く学内外との学術交流を果たす
ため、掲載論文等を「宮崎大学学術情報リポジトリ」に登録するものとする。 

        
（その他） 
第１５条 この規程に定めるもののほか、年報の投稿及び編集・刊行に関して必要な事項
は、委員会で決定する。 

 
   附 則 
この規程は、令和３年２月３日から施行する。 
 
  附 則 

１ この規程は、令和４年２月２日から施行する。 
２ 宮崎大学大学院教育学研究科年報刊行専門委員会細則（令和３年２月３日制定）は、廃
止する。 

３ この規程の施行後、最初に選出される委員の任期は、第４条第３項の規定にかかわら
ず、令和４年３月 31日までとする。 
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